
  

発電設備に関する再発防止対策の
具体的な行動計画の報告について

                                                                            平成19年5月21日
                                                                            北陸電力株式会社

　当社は、平成11年6月の志賀原子力発電所１号機の定期検査中に、原子炉において

臨界事故を起こすなど一連の発電設備の不適切な事案に対する再発防止対策を実施し

ていくための具体的な行動計画を策定し、本日、経済産業大臣に報告いたしました。

　今回の報告は、4月20日に、経済産業大臣から「発電設備に係る総点検の結果を踏

まえた今後の対応について」として、当社の再発防止対策について、今後のスケジュ

ールを含めた具体的な行動計画を策定し、報告するよう指示を受けたことによるもの

です。

　本行動計画は、4月6日、国に報告いたしました「発電設備点検調査結果に係る全社

的な再発防止策についての報告」及び「志賀原子力発電所１号機の臨界に係る事故に

ついての報告」の再発防止対策について、実施方策、実施時期等の具体化を図ったも

のであります。

　また、国の「発電設備の総点検に関する評価と今後の対応について（4月20日）」

及び「保安規定の変更命令について（5月7日）」等の内容を踏まえて、再発防止対策

の充実を図ってまいりました。

　今後、当社は、「隠さない風土と安全文化の構築」を実現するために、社長を委員

長とする「原子力安全信頼回復推進委員会」及び社外の有識者による、中立的な立場

から再発防止対策の検証・評価を行う「再発防止対策検証委員会（仮称）」のもと、

再発防止対策を確実に実施・定着させてまいります。

　今回の臨界事故や不適切な事案を改めて深く反省し、「法令・ルールを遵守し、絶

対に隠さない」との決意のもと、全社一丸となって、新しい北陸電力を創り上げてま

いる所存です。何とぞ、皆さまのご理解を賜りますようお願い申し上げます。

以  上

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画の概要 平成 19 年 5 月 21 日

北陸電力株式会社

隠隠 ささ なな いい 企企 業業 風風 土土 づづ くく りり

具具 体体 的的 なな 行行 動動 計計 画画 のの 策策 定定 にに ああ たた っっ てて  

・平成 11 年 6 月の志賀原子力発電所１号機の定期検査中に、原子炉において臨界事故を起こすなど、一連の発電設備の不適切な事案に対する再発防止対策を実施していくための具体的な行動計画を、

以下のとおり策定し、経済産業大臣に報告いたしました。 

・本行動計画は、4 月 6 日、国に報告した「発電設備点検調査結果に係る全社的な再発防止策についての報告」や「志賀原子力発電所１号機の臨界に係る事故についての報告」の再発防止対策について、

実施方策、実施時期等の具体化を図ったものであります。 

・また、国の「発電設備の総点検に関する評価と今後の対応について（4月 20 日）」及び「保安規定の変更命令について（5月 7日）」等の内容を踏まえて、再発防止対策の充実を図ってまいりました。 

・今後、当社は、「隠さない風土と安全文化の構築」を実現するために、社長を委員長とする「原子力安全信頼回復推進委員会」及び社外の有識者による、中立的な立場から再発防止対策の検証・評価を 

行う「再発防止対策検証委員会（仮称）」のもと、再発防止対策を確実に実施・定着させてまいります。 

➢隠さない・隠せない仕組みの構築 

１．迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備【原子力】 
志賀原子力発電所における事故・トラブルの通報については、通報前の判定余地をなくし、 
迅速かつ確実な対外連絡を実施する 
・全ての異常事象を対象に、第一報を発電所駐在の保安検査官へ通報。社内関係箇所へも同時
同内容で第一報を通報 [新規･6 月から実施] 
－社長と発電所長間の専用の携帯電話によるホットラインを新設（実施済み） 
・以下について、保安規定に明記 [新規・6月末までに実施] 
－社長に保安規定対象トラブルが確実に報告される旨を明記 
－想定外に制御棒が引き抜けた場合について、「異常発生時」に該当する旨を明記 
－異常発生時には、原子炉主任技術者が自らの責任において、社長に対し正確な情報に基づく
報告を行う旨を明記 

２．「トラブル対策会議」運営ルールの明確化【原子力】 
志賀原子力発電所におけるトラブル発生時の会議の運営、決定事項等を記録するルールを定め、
決定主体とプロセスを明確化する 
・議事録を必ず作成し保管。特に、速やかに通報する必要のあるものについてはボイスレコー
ダーを使用し、記録を保存 [新規・6月から実施] 

３．発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送【原子力】 
志賀原子力発電所情報について、より透明性を高めるため、発電所の状況を確認できる情報を
国、経営層に伝送する 
・発電所情報を常時オンラインで伝送 [新規・10 月から実施] 
＜伝送情報＞（既に実施）  発電機出力、モニタリングポスト、排気筒モニタ、 

放水放射線モニタ、風向・風速 
（新規に実施）中性子束、制御棒位置、原子炉水位、原子炉圧力 

＜追加伝送先＞（社外）保安検査官室(発電所)、保安検査官事務所(志賀町) 
（社内）役員室･品質管理部(本店ビル)、原子力本部(志賀町) 

・警報等印字記録(アラームタイパー)を保存すべき記録対象とし、運転日誌と同等の保存期間
とする旨、保安規定に明記 [新規・6月末までに実施] 
・保安検査官が、原子炉施設や情報にフリーアクセスすることにより、施設の安全性を確認で
きるようにする [新規・5月から実施] 

４．原子炉主任技術者の地位と権限の強化【原子力】 
原子炉の運転に関して保安の監督を行う責務を十全に果たすことができるよう、その独立性を
高め、社長に対して直接に報告し、指示を受ける立場に位置づける 
・ライン業務を持たない専任の「原子炉主任技術者」として支配人以上を配置し、保安規定に
明記 [新規・6月末までに実施] 
・原子炉主任技術者の保安委員会及び保安運営委員会、トラブル対策会議への出席必須化と意
見表明の義務化により、その職務を明確化 [新規・6 月末までに実施] 

５．企業倫理情報窓口（ホイッスル北電）の強化【全 社】 
・相談しやすい制度にするため、社内窓口に加え、第三者（弁護士）宛窓口を追加 

 [強化・6月から実施]

➢企業倫理最重視への意識改革 
 
６．コンプライアンスマインド変革研修【全 社】 
・全従業員を対象とした社外講師による集合研修を 100 回程度開催するほか、従来から実施し
ている「新入社員フォロー研修」、「中堅社員研修」などに、新たにコンプライアンス教育を
追加 [新規･強化・5月～１月に実施] 

 
７．経営幹部及び管理職全員に対する集中教育【全 社】 
・副部長級以上の経営幹部を対象とした集中教育を今年度中に２回開催するとともに、管理職
を対象とした集合教育及びフォロー研修を実施 [新規・5 月～8月に実施] 

 
８．職場単位での集団討議の実施【水力・火力・原子力】 
・発電所等の職場懇談会において、コンプライアンスリーダーが進行役となり、具体的な法令
違反事例を用いて集団討議を３ヶ月毎に実施 [強化・5月から実施] 

 
９．コンプライアンスに関する誓約書の署名【全 社】 
・全従業員およびグループ会社従業員がコンプライアンスに関する誓約書に署名 

[継続・全役員および全従業員は 4月 1日実施済み、グループ会社は 5 月に実施]
 
10．コンプライアンスメールマガジンの発信【全 社】 
・コンプライアンスに関する社長メッセージや最新情報をメールマガジンにより、毎月 1 回、
全従業員へ発信 [新規・5月から実施] 

 
11．原子力発電所の業務規範の作成と全社行動規範の充実【全 社】 
・原子力業務分野（発電、保修、技術）別にコンプライアンス違反事例等を加えた「志賀原子
力発電所業務規範(仮称)」を作成 [新規・7 月から実施] 
・全社の行動規範に「今回の不適切事例」を追加・解説し、職場での討議に活用 

 [強化・7月から実施]

12．部門間の人事交流の活発化【全 社】 
・部門間の風通しを良くするための人事交流として、10 名程度を火力､電力流通､事務部門から
志賀原子力発電所に配置 [新規・6 月末までに実施] 
・品質管理部に事務部門と技術部門双方の人材を投入 [新規・7 月に実施] 
・技術部門間の交流の拡大 [新規・7月に実施] 

13．管理職の管理能力向上教育の充実【全 社】 
・職場の課題発見・解決のためのＯＪＴやり方研修、新任管理監督者研修・新任特別管理職研
修でのリスク管理教育、部下指導の強化を目的としたコーチング強化研修を充実 

 [強化･新規･継続・7月～2月に実施]



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

➢14．経営トップからの「安全最優先」の強力な意志表明【全 社】 
社長の意志を社内外に明確に示し、安全最優先意識の浸透と定着を図る 
・社内ＴＶ放送、当社情報誌などによる、社内外への「安全最優先」のメッセージ発信 

 [新規・4月から実施]
・経営方針等における「隠さない風土と安全文化の構築」明文化と「安全最優先」のコミット 

 [新規・5月 9日に「平成 19 年度 経営の重点方針(改定版)」を公表]
・全社行動スローガン「私は 安全を最優先します 法令･ルールを守ります 元気に仕事に取り組
みます」を始業時等に全従業員が唱和 [新規・5月から実施] 

➢15．地域と一体となった事業運営を目指した原子力本部､地域共生本部の設置 【原子力】
原子力業務全般について、より的確に管理できる体制を構築し、経営層自らが自治体及び地域と
一体となり、社長と連携を取りながら志賀原子力発電所の安全運転の徹底を図る 
・｢原子力本部｣を志賀町に設置。本部長(副社長)は本部に常駐し、発電所、原子力部等の下部組
織をより直接的に指揮統括する [新規・6 月末までに実施] 
・「地域共生本部」を金沢市に設置。原子力本部長が地域共生本部長を兼務し、広く地域の声を吸
い上げ事業運営に反映させる [新規・6月末までに実施]  
・本店、本部、発電所間にＴＶ会議システムを敷設 [新規・6月末までに実施] 
・社長、本部長、発電所長等にＴＶ電話を導入 [新規・6 月末までに実施] 

 
➢原子力を支える体制づくり 

16．経営トップ等と発電部門社員とのフランクな対話の実施【水力・火力・原子力】 
社長をはじめとする経営層と発電部門社員との双方向の対話を通じて、相互の意思疎通を図ることに 
より、風通しの良い職場風土をつくる 
・社長、本部長及び副本部長と原子力部門における膝詰め的な意見交換の実施 

 [継続・平成 19 年度末までに社員 20 名程度/回との意見交換会を 15 回程度実施]
・経営層、水力･火力の部門長及び事業所長と各部門における膝詰め的な意見交換の実施 

 [継続・平成 19 年度末までに社員 20 名程度/回との意見交換会を 20～30 回程度実施]

17．発電所内の組織強化・増員【原子力】 
・品質管理の強化と安全確保のチェック機能の充実のため、志賀原子力発電所発電課に定検担当
課長、保修部に審査担当課長を新たに配置するなど 20 名程度の増員を図り、組織を強化する 

 [新規・6月末までに実施]

18．事故・トラブル時の応援体制の整備【原子力】 
・事故･トラブル時の業務量増加に対し、タービン・電気など専門分野別に勤務経験者・応援経験者 20
名程度の応援人材リストを作成･更新し、適切な人員の確保を図る [新規・5月末までに実施] 

臨臨 界界 事事 故故 等等 にに 対対 すす るる 技技 術術 的的 再再 発発 防防 止止 対対 策策

再再 発発 防防 止止 対対 策策 のの フフ ォォ ロロ ーー 体体 制制  

➢安全・品質管理の強化 

19．「品質管理部」設置による発電設備の品質管理の徹底【水力・火力・原子力】 
品質管理を専門とする部門を独立させ、再発防止対策を策定・推進し、実施状況及び実効性を
確認・評価する 
・品質管理部の内部機構として、品質管理推進室、考査室、原子力監査室を設置 

[新規・7月に実施]

20．失敗事例に学ぶ仕組みの充実【水力・火力・原子力】 
失敗事例からの教訓に学び、改善に取り組むことで、事故防止へつなげる仕組みを充実すると
ともに、失敗情報を重要視する価値観を醸成し、積極的に公表・共有化を図る 
・失敗事例の調査分析により、作業手順書の改善、機材の改良、設備対策等に結び付けるとと
もに、他産業における重大事故事象等も調査・分析し、活用 [新規・5月から実施] 
・「私の失敗事例(仮称)」として、定期的に全社員に紹介 [新規・7月から実施] 
・原子力発電情報公開ライブラリー(NUCIA)等を活用した電力各社のトラブル情報の共有化  

[新規・7月から実施]

21．外部組織による評価の活用【原子力】 
・日本原子力技術協会、電力中央研究所による、現場意識の変化、再発防止対策の定着度の 
評価等を改善につなげ、安全文化の構築を図る [新規･6 月から実施] 

22．マイプラント意識向上のための施策の推進【水力・火力・原子力】 
・職場全体での問題点の共有化に向けた「現場見える化活動」の展開 [継続実施中] 
・自分たちの業務や設備に対する知見・知識や組織の連携を高め、運転保守に反映するＴＰＭ※活動の
推進 [継続実施中] ※ＴＰＭ：Total Productive Maintenance「全員参加の生産保全」の略称 

23．技術教育の充実と部門横断的な法令教育体制の構築【水力・火力・原子力】 
・新入社員教育時から計画的に保安教育を実施し、発電設備に係る技術教育や、法令手続きの
周知徹底を保安規程に明記  [新規・7月末までに実施] 
・法令に精通する部門が、法令適用に関するチェック項目一覧等を整理・作成し、掲示板への掲載に
より見える化を図り、部門横断的な知識の共有化を図る [新規・7月から実施] 

24．法令手続きの確実な実施と主任技術者の位置づけ見直し【水力・火力・原子力】 
・許認可･届出の法令手続き等に係るマニュアル・チェックリストの作成及び実施状況の確認 

[新規・7月から実施]
・許認可･届出に係る手続きを適切に管理するため、工事計画認可・届出の要否確認及び実施確
認の具体的な手続きを要則に定め保安規程に明記 [新規・7月末までに実施] 
・主任技術者が保安監督を行う責務を十全に果たすことができるようにするため、主任技術者の独
立性を確保し､充分な責任と権限を持たせることを保安規程に明記 [新規・7月末までに実施] 

25．原子力を支えるプロを育成する仕組みづくり【原子力】 
・他電力の定期検査に当社社員を派遣し、保修作業管理などを習得させる [新規・派遣先と調整し実施] 
・現場技術力の向上や技術者倫理教育の充実 [継続実施中] 
・現場技能保有者認定制度(仮称)の導入 [新規・7月から実施] 
・法令や法令に基づく報告、保安上必要な措置・記録などについての保安教育を徹底 [強化・6月から実施] 
・臨界管理教育に本事故事例を追加し、発電所員全員を対象に教育実施 [強化・6月から実施] 

26．請負者との協働体制の構築【原子力】 
・関係会社に対する安全管理・品質管理への指導や請負者に対する不適合事象発生時の報告の徹底などにより、 
当社と請負者の総合力として現場技術力を向上させる [継続実施中] 

28．再発防止対策を確実にフォローしていく体制づくり【水力・火力・原子力】 
再発防止対策を確実に実行するために、全社的にその実施状況や効果・定着度を定期的に評価し、状況を踏まえて見直し・改善するための体制・仕組みを構築する 

・「原子力安全信頼回復推進委員会」の設置 [新規・4月26日に設置]・・・・再発防止対策の策定・推進、実施状況及び実効性の確認・評価（委員長：社長 副委員長：副社長 委員：副社長以下20名） 

・「再発防止対策検証委員会（仮称）」の設置 [新規・5月末までに設置]・・・社外の有識者による、中立的な立場から再発防止対策の実効性を検証及び公表 

安安   全全   文文   化化   のの   構構   築築  

27．臨界事故の再発防止対策への確実な対応【原子力】 

・予期せぬ臨界とならない隔離手順の策定、手順書の承認及び適用に関する改善 [新規・4 月から実施]

・作業手順書等の遵守と関係者への徹底を保安規定に明記 [新規・6 月末までに実施] 

・「作業管理システム」を活用した継続的作業管理の改善 

 [新規・志賀原子力発電所 2号機の第 1回定期検査から実施]

・運転員に明確に情報提供するため、冷却水ヘッダ間差圧の警報を高側と低側に分離・識別 

[新規・7月末までに実施]

など



 

 

 

 

 

 

発電設備に関する再発防止対策の 

具体的な行動計画についての報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１９年５月２１日 
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１．本報告書の位置づけ 

 

当社は、経済産業省原子力安全・保安院から、「発電設備に係る点検について」（平

成 18 年 11 月 30 日）の指示を受け、水力・火力・原子力発電設備におけるデータ

改ざん、必要な手続きの不備などの確認を行ってまいりました。 

 

調査の結果、平成 11 年 6 月の志賀原子力発電所１号機の定期検査中に、原子炉

において臨界事故を起こすなど、発電設備について、２１件の不適切な事案が確認

されたことは、誠に申し訳なく、深く反省し、改めてお詫び申し上げます。 

 

当社は、「発電設備点検委員会」（平成 18 年 12 月 19 日設置）、「志賀 1 号機事故

調査対策委員会」（3 月 16 日設置）において、要因分析、抜本的な再発防止対策に

ついて調査・検討を行い、4 月 6 日に「発電設備点検調査結果に係る全社的な再発

防止策についての報告」を経済産業省原子力安全・保安院に報告するとともに、「志

賀原子力発電所 1号機の臨界に係る事故についての報告」を経済産業大臣にご報告

させていただきました。 

 

当社からの報告に対して、4 月 20 日、「発電設備に係る総点検の結果を踏まえた

今後の対応」として、経済産業大臣から改めて厳重注意を受けるとともに、発電設

備の不適切な事案に対する再発防止対策について、今後のスケジュールを含めた具

体的な行動計画を定めて報告するよう指示を受けました。 

 

当社は、この指示を真摯に受け止め、4月 26 日、社長を委員長とする「原子力安

全信頼回復推進委員会」を設置し、先にご報告した再発防止対策に基づいて、その

実施方策・実施時期等の具体化を図るとともに、国の「発電設備の総点検に関する

評価と今後の対応について(4 月 20 日)」及び「保安規定の変更命令について(5 月 7

日)」等の内容も踏まえ、再発防止対策の充実を図ってまいりました。 

 

本報告書は、発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画についてご報告

申し上げるものです。 
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２．再発防止対策の具体的行動計画 

臨界事故を含む、水力・火力・原子力発電設備の不適切な事案に対する再発防止

対策について、「2.1 隠さない企業風土づくり」「2.2 安全文化の構築」「2.3 臨界

事故等に対する技術的再発防止対策」として、以下のとおり、具体的な行動計画を

策定した。 

今後は、水力・火力・原子力の各部門は、この行動計画に沿って再発防止対策を

確実に実施するとともに、その実施状況や効果・定着度を定期的に自己評価し、状

況を踏まえて見直し・改善するなど、ＰＤＣＡ(Plan-Do-Check-Act のサイクル)を

継続的に実施する。また、品質管理部(7 月 1 日設置)は、各部門に対する業務監査

等を通じて、再発防止対策の実施状況及び有効性を評価し、経営層に報告する。 

さらに、「2.4 再発防止対策を確実にフォローしていく体制づくり」として、以

下のとおり、全社的にＰＤＣＡを推進する体制・仕組みを構築し、再発防止の徹底

を図る。 

 

２．１ 隠さない企業風土づくり 

不適切な事案の根本原因である、真実究明から逃避したこと、意思決定に際して

ルールが不明確であり適切な決定が行われなかったこと、議論できない組織風土で

あったことなどに対して、以下のとおり、隠さない仕組みの構築と企業倫理最重視

への意識改革を柱とする再発防止対策を確実に実行することにより、隠さない風土

を実現し、再発防止の徹底を図る。 

 

２．１．１ 隠さない・隠せない仕組みの構築 

 

（１）迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備 [原子力部門] 

志賀原子力発電所における事故・トラブルの通報について、通報前の判定余地を

なくし、迅速かつ確実な対外連絡を実施する。 

 

・全ての異常事象を対象に、第一報を発電所駐在の原子力保安検査官(以下、保

安検査官)へ通報する。【６月以降実施】 

－全ての異常事象を通報対象とし、連絡区分判定前にまず第一報を保安検査官

にＦＡＸで通報する。 

－連絡手順については、異常事象が発見された時間帯、その事象区分から次の

とおりとする。 

＜昼間＞ 

・運転に関する事象 当直長⇒ 安全・品質保証室課長⇒ 保安検査官 

・運転以外の事象  発見者⇒ 安全・品質保証室課長⇒ 保安検査官 

＜夜間・休日＞ 

・運転に関する事象 当直長⇒ 連絡当番者     ⇒ 保安検査官 

・運転以外の事象  発見者⇒ 連絡当番者     ⇒ 保安検査官 
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－「原子力保安検査官対応業務細則」にこの旨を明記する。 

 

・社内関係箇所へも同時同内容の第一報を通報する。【６月以降実施】 

－保安検査官への第一報と同時同内容で品質管理部、原子力本部、地域共生本

部にＦＡＸにより通報する。 

－「志賀原子力発電所原子炉施設保安規定(以下、保安規定)」において、社長

に保安規定対象トラブルが確実に報告される旨、明記する。 

－社長と発電所長間の専用の携帯電話によるホットラインを新設する。 

 

・なお、第二報以降の通報に関してはこれまでどおり、連絡区分判定後に現行ル

ールどおり実施する。 

 

・想定外に制御棒が引き抜けた場合について、「異常発生時」に該当する旨を、

保安規定に追記し、保安上の措置の明確化を図る。【６月末までに実施】 

 

・異常発生時には、原子炉主任技術者が自らの責任において、社長に対して、正

確な情報に基づく報告を行なうように保安規定を変更し、保安上の措置の明確

化を図る。【６月末までに実施】 

 

（２）「トラブル対策会議」運営ルールの明確化 [原子力部門] 

志賀原子力発電所におけるトラブル発生時の会議の運営、決定事項等を記録する

ルールを定め、決定主体とプロセスの明確化を図る。 

 

・第一報通報後の連絡区分及びトラブル応急措置の検討を行うトラブル対策会議

について、以下の運営ルールで実施するとともに、「事故・故障等対応要領」

にこの旨を明記する。【６月以降実施】 

＜メンバー＞ 

所長（決定者）、所長代理、原子炉主任技術者（意見表明義務あり）、 

関係部長、関係課長、技術課長（招集者・進行役） 

＜開催基準＞ 

国、県、町に通報を要す可能性のあるものを対象とする（明確に通報対象外

となるものは除く）。なお、平日は技術課長が判断、夜間・休日は連絡当番

者が判断する。 

＜開催時期＞ 

国、県、町に速やかに通報する必要があるものは夜間・休日を問わず直ちに

開催する。これに該当しないものは勤務時間中（夜間・休日は翌勤務日）に

開催する。 

＜記録＞ 

議事録を必ず作成し、保管する。特に、速やかに通報する必要があるものに
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ついてはボイスレコーダーを使用する。これらの記録は原子炉の廃止措置完

了まで保存する。 

 

（３）発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送 [原子力部門] 

志賀原子力発電所情報について、より透明性を高めるため、発電所の状況を確認

できる情報を国、経営層に伝送する。 

・ＩＴを活用して以下のとおり、発電所情報を常時オンラインで伝送する。【10

月以降実施】 

＜追加伝送先＞ 

－社外：保安検査官室(発電所)、保安検査官事務所(オフサイトセンター) 

－社内：役員室・品質管理部(本店ビル)、原子力本部(志賀町) 

＜伝送情報＞ 

－既に県・町に伝送している情報 

発電機出力、モニタリングポスト、排気筒モニタ、放水放射線モニタ、 

風向・風速 

－新たに伝送する情報 

中性子束、制御棒位置、原子炉水位、原子炉圧力 

 

・警報等印字記録（アラームタイパー）の情報については、保存すべき記録対象

とし、運転日誌と同等の保存期間とする旨、保安規定に明記する。【６月末ま

でに実施】 

 

・保安検査官が、原子炉施設や情報にフリーアクセスすることにより、施設の安

全性を確認できるようにする。【５月以降実施】 

－現行の中央制御室へのフリーアクセスに加え、現場巡視等でもフリーアクセ

スを拡大する。 

－現行の原子力発電保安運営委員会に加え、発電所のその他保安に関する会議

体へのオブザーバー参加を拡大する。 

－現行の不適合報告書の提示に加え、保安活動に伴う記録類を提示する。 

－「原子力保安検査官対応業務細則」にこの旨を明記する。 

 

（４）原子炉主任技術者の地位と権限の強化 [原子力部門] 

原子炉の運転に関して保安の監督を行う責務を十全に果たすことができるよう、

その独立性を高め、社長に対して直接に報告し、指示を受ける立場に位置づけるこ

とにより、原子炉主任技術者の地位と権限を強化する。 

 

・ライン業務を持たない専任の「原子炉主任技術者」の職位を新たに設置・発令

し、支配人以上を配置する。【６月末以降実施】 
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・上記事項に関して保安規定に明記するほか、当社の組織規程・職務権限規程に

も併せて明記する。【６月末までに実施】 

 

・原子炉主任技術者の保安委員会及び保安運営委員会、トラブル対策会議への出

席必須化と意見表明の義務化により、その職務の明確化を図る。また、関係要

領類(保安委員会運営指針、主任技術者の職務等に関する運用要領、保安運営

委員会運営要領)にこの旨を明記する。【６月末までに実施】 

 

（５）企業倫理情報窓口（ホイッスル北電）の強化 [全社] 

平成 15 年２月に設置した企業倫理情報窓口(ホイッスル北電)については、通報

を社内窓口のみで受け付ける仕組みとなっていることから、今後、より相談しやす

い環境を整備し、隠さない仕組みを強化する。 

 

・通報窓口を現行の社内窓口に加え、新たに第三者(弁護士)への通報窓口を追加

し、より相談しやすい制度とする。通報窓口の追加は、制度の概要(通報･相談

の受付、通報･相談への対処、不利益取扱いの禁止 など)とともに、経営計画

の事業所巡回説明や社内報、プレス発表により周知するほか、入力画面をより

わかりやすくするなど、利用しやすい環境を整える。【６月以降実施】 

 

２．１．２ 企業倫理最重視への意識改革 

 

（１）コンプライアンスマインド変革研修 [全社] 

近年、各種コンプライアンス教育を実施しているが、未だ十分とは言えない状況

であることから、全社的なコンプライアンス意識の底上げを図る。 

 

・全従業員（約 4,200 名）を対象とした社外講師による集合研修を 100 回程度開

催する。【５月～12 月に実施】 

 

・従来から実施している「新入社員フォロー研修」「中堅社員研修」などに、新

たにコンプライアンス教育を追加する。【７月～平成 20 年 1 月に実施】 

 

（２）経営幹部及び管理職全員に対する集中教育 [全社] 

組織の風土改革を図るためには、その指導的役割を果たす経営幹部及び職場の長

である管理職の意識の持ち方が非常に重要であることから、経営幹部及び管理職全

員を対象とするコンプライアンスに関する研修を集中的に実施する。 

 

・副部長級以上の経営幹部(約 150 名)を対象とした集中教育を今年度中に５月か

ら８月に２回開催するとともに、管理職(約 500 名)を対象とした集合教育及び

フォロー研修を実施する。【５月～８月に実施】 
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（３）職場単位での集団討議の実施 [水力・火力・原子力部門] 

コンプライアンス意識の浸透を図る観点から、志賀原子力発電所をはじめとする

各発電所等の職場懇談会において、安全文化やモラルをテーマとした集団討議を 

実施する。 

 

・各職場での集団討議は３ヶ月毎に、具体的な法令違反事例等を用いて実施し、

各職場で選出したコンプライアンスリーダーが進行役を務める。なお、討議で

出された意見や疑問点等については、各部門が、当該職場へのフィードバック

や他職場への水平展開を行う。【５月以降実施】 

 

（４）コンプライアンスに関する誓約書の署名 [全社] 

   経営幹部、従業員一人ひとりのコンプライアンス意識を毎年新たなものとし、継

続的な喚起を図る。 

 

・全役員および全従業員(4,890 名)が、毎年度当初に、社長（又は会社）宛ての

誓約書に署名・提出する。【平成 17 年度より継続実施中、平成 19 年度は 4月 1

日に実施済み】 

 

  ・グループ会社(20 社)においても、全役員、全従業員(約 3,800 名)が誓約書に署

名・提出する。【５月に実施】 

 

（５）コンプライアンスメールマガジンの発信 [全社] 

社長から直接メッセージを発信することにより、全従業員のコンプライアンス意

識に刺激を与える。 

 

・毎月１回、社長から全従業員へコンプライアンスメールマガジンを発信する。

【５月以降実施】 

 

・毎月 1 回、「ホイッスル北電」への通報事例など、コンプライアンスに関する

最新情報を全従業員に発信する。【５月以降実施】 

 

（６）原子力発電所の業務規範の作成と全社行動規範の充実 [全社] 

実務とコンプアライアンスの関係を明確に意識し、業務を遂行することでコンプ

ライアンス意識の向上を図る。 

 

・原子力業務分野（発電、保修、技術）別にコンプライアンス違反事例等を加え

た「志賀原子力発電所業務規範(仮称)」を策定する。策定の過程で十分議論す

ることにより従業員各人の理解を深めるとともに周知を図っていく。【７月以

降実施】 
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・全社の行動規範に「今回の不適切事例」等を追加・解説し、職場での討議に活

用する。【７月以降実施】 

 

（７）部門間の人事交流の活発化 [全社] 

異なる経験を持つ他部門の社員を配置することで、部門内の風通しを良くする。 

 

・人事交流として 10 名程度を火力部門、電力流通部門、事務部門から志賀原子

力発電所に配置する。【６月末までに実施】 

 

・品質管理部に事務部門と技術部門双方の人材を投入し、また技術部門間の交流

についても拡大を図る。【7月 1日に実施】 

 

（８）管理職の管理能力向上教育の充実 [全社] 

管理職のコーチング、リスク管理マネジメントに関する研修を充実し、部下の意

見を吸い上げる能力や問題解決能力の向上を図る。 

 

・職場の課題発見・解決のためのＯＪＴやり方研修の強化や新任管理監督者研

修・新任特別管理職研修等にリスク管理教育を新規に実施するとともに、部下

指導力の強化を目的とした「コーチング強化研修」を充実する。【７月～平成

20 年２月に実施】 

 

２．２ 安全文化の構築 

臨界事故をはじめとする発電設備の不適切事案の根本原因である、安全最優先の

企業風土が醸成されていなかったこと、工程を優先させる意識を形成させたこと、

経営層の責任として臨界事故隠しを防げなかったこと、その後８年間それを見つけ

出すことができなかったことなどに対して、以下のとおり、経営トップからの「安

全最優先」の強力な意志表明、地域と一体となった事業運営、原子力を支える体制

づくり、安全・品質管理の強化を柱とする再発防止対策を確実に実行することによ

り、安全文化を構築し、再発防止の徹底を図る。 

 

２．２．１ 経営トップからの「安全最優先」の強力な意志表明 [全社] 

社長の意志を社内外に明確に示し､安全最優先意識の浸透と定着を図る。 

 

・ＰＩヘッドライン(社内ＴＶ放送)、社内ポータルサイト、マンスリー北電(社

内広報誌)、社長メッセージと従業員の「安全宣言」を書き込んだポスターの

掲示により、従業員への「安全最優先」の周知を徹底する。【４月以降実施】 

 

・新聞広告、ホームページ、えるふぷらざ(当社の情報誌)、テレビＣＭを通じて、

社外へ「安全最優先」のメッセージを発信する。【４月以降実施】 
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・石川県を中心とした自治体各種団体への訪問、ハマナスねっと(当社の原子力情

報誌)へのメッセージ掲載、新聞折込みちらしを通じて、地元へ「安全最優先」

の社長メッセージを発信する。【４月以降実施】 

 

・平成 19 年度経営方針や経営計画等において「隠さない風土と安全文化の構築」

を明文化するとともに、以下の内容を盛込み、安全最優先の着実な実施をコミ

ットする。【６月までに実施】 

－安全を最優先とする工程設定の考え方を具体的に反映した定検計画とする。 

－計画外事象発生時に定検工程延長の措置を行うことについてルール化する。 

 

・安全を最優先とする工程を設定した定検計画、並びに、計画外事象発生時にお

ける工程延長の措置について、保安規定に基づく「志賀原子力発電所 工程管

理実施要領」に明記する。【５月末までに実施】 

 

・安全最優先、隠さない企業風土の浸透・定着を図るため、全社行動スローガン

「私は安全を最優先します 法令･ルールを守ります 元気に仕事に取り組み

ます」を始業時などに全従業員が唱和する。【５月以降実施】 

 

２．２．２ 地域と一体となった事業運営を目指した原子力本部、地域共生本部の 

設置 [原子力部門] 

原子力業務全般について、より的確に管理できる体制を構築することにより、経

営層自らが自治体及び地域と一体となり、社長と連携を取りながら志賀原子力発電

所の安全運転の徹底を図る。 

 

・本店の原子力部を志賀町に移転し、原子力本部を設置する。本部長（副社長）

は本部に常駐し、発電所、原子力部等の下部組織をより直接的に指揮統括する。

【６月末までに実施】 

 

・金沢市に地域共生本部を設置する。原子力本部長が地域共生本部長を兼務する

ことにより、本店、原子力本部及び地域共生本部間の連携強化を図るとともに、

広く地域の声を吸い上げ事業運営に反映させるなど、信頼回復に向けた取組み

を推進する。【６月末までに実施】 

 

・本店、本部、発電所間にＴＶ会議システムを敷設するとともに、社長、本部長、

発電所長等にＴＶ電話を導入し、意思疎通の強化を図る。【６月末までに実施】 

 

２．２．３ 原子力を支える体制づくり 

 

（１）経営トップ等と発電部門社員とのフランクな対話の実施 [水力・火力・原子力部門] 
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社長をはじめとする経営層と発電部門社員との双方向の対話を通じて、相互の意

思疎通を図ることにより、風通しの良い職場風土をつくる。 

 

・社長、本部長及び副本部長が原子力部門の社員全員との膝詰め的な意見交換を

行い、安全最優先及びコンプライアンスの浸透を図る。【平成19年度末までに、

社員 20 名程度/回との意見交換会を 15 回程度実施】 

 

・経営層、水力・火力の部門長及び事業所長が、各部門の社員全員との膝詰め的

な意見交換を行い、安全最優先及びコンプライアンスの浸透を図る。【平成 19

年度末までに、社員 20 名程度/回との意見交換会を 20～30 回程度実施】 

 

（２）発電所内の組織強化・増員 [原子力部門] 

品質管理の強化に加え、安全確保についてのチェック機能を充実する。 

 

・志賀原子力発電所に 20 名程度の増員を図り、組織を強化する。【６月末までに

実施】 

－発電課に定検担当課長を新たに配置する。 

－保修部に審査担当課長を新たに配置するとともに、電気保修課、機械保修課

に副課長及び担当者を増員する。 

－安全・品質保証室への増員を図る。 

－原子炉主任技術者を専任化する。 

 

（３）事故・トラブル時の応援体制の整備 [原子力部門] 

事故・トラブル時の業務量増加に対し、適切な人員の確保を図る。 

 

・専門分野（タービン・電気など）別に、他部門及びグループ会社について、こ

れまでの勤務経験者・出張応援経験者を中心に、20 名程度の応援人材リストを

作成するとともに、適時・適切に見直す。【５月末までに実施】 

 

２．２．４ 安全・品質管理の強化 

 

（１）「品質管理部」設置による発電設備の品質管理の徹底 

[水力・火力・原子力部門] 

品質管理を専門とする部門を独立させ、再発防止対策を策定推進するとともに、

その実施状況及び実効性を確認・評価し、安全・品質管理を強化する。 

 

・品質管理部には、内部機構として、品質管理推進室、考査室、原子力監査室を

置く。【7月 1日に設置】 
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・新設する品質管理推進室は、「原子力安全信頼回復推進委員会(4 月 26 日設置)」

及び社外の有識者による「再発防止対策検証委員会(仮称：５月末までに設置)」

の事務局として、再発防止対策を策定推進するとともに、定例ミーティング 

(週１回を目安) による実効性の検証と進捗状況のフォローアップを行う。ま

た、保安規程のとりまとめ及び施工時に実施する検査強化への取組みについて、

専門的立場からの指導を行うなど全社品質管理を推進する。【７月以降実施】 

 

（２）失敗事例に学ぶ仕組みの充実 [水力・火力・原子力部門] 

失敗事例からの教訓に学び、改善に取組むことにより、事故防止へ繋げる仕組み

を充実させる。また、失敗情報を重要視する価値観を醸成し、積極的に公表・共有

化する職場風土づくりを進める。 

 

・失敗事例の知識化・共有化により、事故・トラブルの防止を図る。【５月に部

門横断のワーキンググループを設置し、以下のとおり推進する。】 

 

＜失敗に学んだ改善への取組み＞ 

－本店の品質管理主管箇所（原子力は志賀原子力発電所安全・品質保証室）が

中心となって、失敗事例等を調査・分析し、事故・トラブルの根本原因を洗

い出し、整理する。 

－究明された根本原因等をもとに作業手順書の改善、機材の改良、設備対策等

に結び付け、事故・トラブルの防止を図る。 

－他産業における重大事故事象等の失敗事例の知識化・共有化への取組みや、

外部専門家の知見を活用し、事故トラブルの防止を図る。 

＜失敗知識データの知識化・共有化＞ 

－職場懇談会における失敗事例を基にした話し合い等の活動を通じて、失敗の

知識化・共有化を図り、安全意識の高揚や基準・ルールの遵守に対する現場

のレベルアップを図る。 

＜失敗知識データの整理＞ 

－上記の取組みの基となる失敗事例について、過去のデータも含め整理し、事

故防止に向けて蓄積する。 

・重大な失敗事例 

重大な事故・トラブルに至った失敗については、“語り継ぐべき失敗

事例”として特に抽出し、失敗に学ぶ教材として位置づけ、データを

整理する。 

・日常の失敗事例 

日々の事故未然防止に有益な支援ツールとして、失敗事例を原因別、

作業別、頻度別、影響度別等に区分し、検索可能なデータとして整理

する。 
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・失敗事例を言い出しやすい仕組みと風土を醸成する。【７月以降実施】 

－先輩方が失敗から得た教訓を後の仕事に生かした体験談などについて「私の

失敗事例(仮称)」として、定期的に全社員に紹介する。 

－事故・トラブルに至る恐れのあった想定外の事例(ヒヤリハット)について、

業務改善提案制度を活用し、自発的な申告、公表、共有化を図る。 

 

・電力各社のトラブル情報を共有化する。【７月以降実施】 

＜原子力部門＞ 

－原子力発電情報公開ライブラリー(NUCIA)の内容について、日本原子力技術

協会と連携した電気事業連合会大での共通ルールづくりに当社も対応し、電

力各社のトラブル情報・対策の一層の共有化を進める。 

－ＢＷＲ事業者協会等を通じ、メーカーとの情報共有化を図る等、関係者と一

体となった予防対策の検討を行う。 

＜水力・火力部門＞ 

－人命に関わる事故事例、社会的影響や安全性の観点から共有すべきと判断さ

れる事故事例について、他電力の状況を調査するとともに、当社から他電力

へ情報提供を行うことにより、電力大でのトラブル情報の共有化を図る。 

 

（３）外部組織による評価の活用 [原子力部門] 

外部専門組織による問題点の指摘・評価を改善につなげ、安全文化の構築を図る。 

 

・発電所員を対象に日本原子力技術協会によるアンケート調査・評価を実施し、

事故の公表と再発防止対策の実施による現場での意識の変化、再発防止対策の

定着度を評価し、再発防止対策の遂行の中で反映可能な工夫を行う。【６月以

降実施】 

 

・経営層及び原子力部門全体(本店、発電所)を対象に、原子力安全文化意識レベ

ルについて、電力中央研究所による調査・評価を実施し、再発防止対策による

変化と定着度を評価し、再発防止対策の遂行の中で反映可能な工夫を行う。【６

月以降実施】 

 

（４）マイプラント意識向上のための施策の推進 [水力・火力・原子力部門] 

見える化活動など、ＴＰＭ活動の継続実施を通して、マイプラント意識の高揚を図る。 

※ＴＰＭ：Total Productive Maintenance「全員参加の生産保全」の略称 

 

・作業の重要ポイント、業務や作業の進捗状況、対象設備の仕組み等について、

パネルに図示・掲示する現場の見える化活動を行い、職場全体が理解を深める

とともに情報共有化を図る。また、職場内問題点についての見える化活動を進

め、職場全体で問題点を共有し解決する風土づくりを図る。【継続実施中】 
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・自分たちの業務や設備に対する知見・知識や組織の連携を高め、運転保守へ直

接反映していくＴＰＭ活動を継続して推進する。また、活動の進め方について

外部コンサルタントの指導を受けながら、マイプラント意識向上のための教育

や他業種交流等の活動を実施する。【継続実施中】 

 

（５）技術教育の充実と部門横断的な法令教育体制の構築 [水力・火力・原子力部門] 

技術教育の充実に加え、部門横断的な法令教育の実施等により、手続き漏れなど

の再発を防止する。 

 

・各部門は、下記のとおり、保安教育の充実を図る。 

 

－各部門は、新入社員教育時から計画的に保安教育を実施するとともに、発電

設備に係る技術教育の充実や、電気事業法をはじめとする関連法令の目的･

適用などの教育による法令手続きの周知徹底を図る。【７月以降実施】 

－各部門は、上記、保安教育の具体的な内容を教育要則に定めるとともに、そ

の下部マニュアルを整備する。【７月末までに実施】 

－計画的な保安教育(技術教育の充実、法令教育を含む)の実施について、教育

要則に定め、保安規程に明記する。【７月末までに実施】 

－保安活動の適切な実施に向けた電気事業法施行規則の改正（予定）を受け、

保安規程を改正し、再発防止対策の充実を図る。【９月末までに実施】 

＜技術教育の充実＞ 

各部門は、設備の運転・保守を適切に実施していくため、設備に係る知識

や技能を習得させるとともに、トラブル時の対応訓練等を実施し、技術力

の維持を図る。 

＜法令周知の徹底＞ 

各部門は、電気事業法，河川法、消防法、労働安全衛生法等の法令の目的･

適用などの周知を徹底する。また、当該法令に精通する部門（例えば、河

川法は土木部、消防法は火力部）が、法令改正情報の提供や、講師派遣な

どの教育支援を行う。 

 

・法令手続きを漏れなく実施するため、法令に精通する部門が、法令適用に関す

るチェック項目一覧や法令解釈事例集などについて整理・作成し、掲示板への

掲載により見える化を図り、部門横断的な知識の共有化を図る。【７月以降実

施】 

 

（６）法令手続きの確実な実施と主任技術者の位置づけ見直し [水力・火力・原子力部門] 

許認可・届出の法令手続きについて、漏れなどの再発を防止するとともに、主任

技術者による十全な保安監督を実施する。 
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・各部門は、下記のとおり、許認可や届出の法令手続きに係るマニュアル、チェ

ックリストを作成するとともに、法令手続き等の実施状況を確認する。 

 

－各部門は、電気事業法、河川法、消防法や労働安全衛生法に係る許認可・届

出の法令手続き及び定期自主検査等について、業務フローやチェックリスト

を見直すなど、要則や下部マニュアルを整備した上で、法令手続き等の実施

状況を確認する。【７月以降実施】 

－電気事業法に係る許認可･届出に係る手続きを適切に管理するため、工事計

画認可・届出の要否確認及び実施確認の具体的な手続きを要則に定め、保安

規程に明記する。【７月末までに実施】 

－保安活動の適切な実施に向けた電気事業法施行規則の改正（予定）を受け、

保安規程を改正し、再発防止対策の充実を図る。【９月末までに実施】 

＜品質管理部＞ 

・許認可・届出の法令手続き、定期自主検査等に係る手順、方法、審査者等

の管理の仕組みに関して、各部門の要則や下部マニュアルに反映するよう

指導を行う。 

・考査時に、許認可・届出の法令手続き、定期自主検査等の実施状況につい

て、サンプルチェックにより運用の実効性を確認する。(不適切な場合は

是正を指示する。) 

＜各部門＞ 

・業務フローやチェックリストを見直すなど、要則や下部マニュアルを整備

し、品質管理部へ提出するとともに、各事業所の法令手続き、定期自主検

査等の実施状況について定期的に確認を行う。 

＜各事業所＞ 

・要則や下部マニュアルに基づいて、工事実施前に工事件名毎の申請･届出

内容や定期自主検査内容について整理し、本店主管部へ報告する。 

・また、電気事業法や河川法に関わる申請・届出については、工事計画段階

においても本店主管部へ報告する。 

 

・主任技術者が保安監督を行う責務を十全に果たすことができるようにするため、

主任技術者の独立性を確保し、充分な責任と権限を持たせるとともに、責任範

囲が適切な規模となるように保安規程を変更する。【７月末までに実施】 

 

２．３ 臨界事故等に対する技術的再発防止対策 

臨界事故の根本原因である、現場作業管理上の原因、設備上の原因に対して、以

下のとおり、原子力を支えるプロを育成する仕組みづくり、請負者との協働体制の

構築、臨界事故の再発防止策への確実な対応を柱とする技術的再発防止対策を講じ

ることにより、再発防止の徹底を図る。 
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（１）原子力を支えるプロを育成する仕組みづくり [原子力部門] 

個人として自律性を持って、正しい方向に進める技術者を育成する。 

・作業管理能力の向上を目的として、他電力の定期検査に当社社員を派遣し、保

修作業管理などを習得させる。【派遣先の他電力と時期を調整し実施】 

 

・現場技術者の育成を目的として、現場技術力の向上や技術者倫理教育の充実を

図るとともに、現場技能保有者認定制度(仮称)を導入する。 

－原子力技術研修センターの研修設備を活用した異常個所・原因を特定する研

修プログラムの実施や現場巡視、工事監理におけるベテランの同行と適切な

アドバイスによる気づき能力の向上など、現場技術力の向上に取組む。【継

続実施中】 

－技術者倫理の観点から倫理教育の充実を図る。【継続実施中】 

－現場技術力向上のモチベーション高揚を目的として、現場技能保有者認定制

度(仮称)を導入する。【７月以降実施】 

 

・原子炉等規制法及び電気事業法並びにこれらに関係する法令に基づく報告や保

安上必要な措置、記録などについて、法令を遵守するための保安教育を徹底す

る。【６月以降実施】 

 

・臨界事故防止に関する教育の充実として、保安教育の１科目として実施してい

る臨界管理教育に本事故事例を追加するとともに、原子炉停止中の臨界管理に

係る内容を充実し、発電所員全員を対象とした教育を実施する。【６月以降実

施】 

 

（２）請負者との協働体制の構築 [原子力部門] 

当社と請負者の総合力としての現場技術力を向上させる。 

 

・関係会社との連携強化による知識・技能の継承を目的として、関係会社の着工

前事前検討会や復旧事前検討会に当社監理員が出席し、安全管理・品質管理の

留意事項について指導する。【継続実施中】 

 

・当社と請負者との責任区分を明確にした工事の発注・契約を目的として、請負

者が実施すべき作業手順･検査項目･内容を具体的に提示するとともに、不適合

事象発生時の報告を徹底する。【継続実施中】 

 

・元請会社に対する外注管理の指導強化として、外部監査による元請会社の外注先へ

の品質管理状況、トラブル再発防止の徹底状況を把握・指導する。【継続実施中】 
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（３）臨界事故の再発防止対策への確実な対応 [原子力部門] 

臨界事故の再発防止対策を確実にするための改善策、設備対策を実施する。 

 

・予期せぬ臨界とならない隔離手順の策定と設備別運転操作要領(原子炉関係)へ

の反映を実施する。【４月に実施済み】 

 

・手順書の承認及び適用に関する改善を行う。 

－作業票の安全処置事項に試験要領書の図書番号及び改訂番号を記載すると

ともに、試験要領書が改訂された場合には｢所定の手続きにより安全処置事

項の変更を行い当直長の承認を得る｣旨を「保守作業手続の補足に関する細

則」を改定し規定する。【４月に実施済み】 

 

－最新の試験要領書の使用と当該要領書に基づく作業の実施については、工事

監理や品質保証パトロール等で実施状況を確認するとともに、当社監理員が

請負者の工事事前検討会へ参画することにより継続的な周知徹底を図る。 

【志賀原子力発電所２号機の第１回定期検査以降実施】 

 

－正しい作業手順書等に基づき作業が行われること、並びに、関係する各部門

や保守点検に係る関係事業者との間で徹底することができるよう、保安規定

第５条（保安に関する職務）を変更し、作業手順書等の遵守と関係者への徹

底を図る。【６月末までに実施】 

 

・「関係者が試験手順書の重要性を理解せず、試験手順を把握しないまま試験を

開始したこと」並びに「現場での弁操作が重くなり、両手で操作しないと動か

なくなっていたといった明らかに異常な状態が発生していることに、電気保修

課員等が疑問を持たなかったこと」の根本的な原因を特定し、再発防止対策の

追加検討を行う。【６月末までに再発防止対策を策定し、７月以降実施】 

 

・正確な作業情報の把握と共有化を目的とした「作業管理システム」を活用し、

継続的な作業管理の改善を進めるため、志賀原子力発電所２号機の第１回定検

における同システムの運用状況の把握、評価、改善を行う。【志賀原子力発電

所２号機の第１回定期検査以降実施】 

 

・原子炉・ＣＲＤ冷却水ヘッダ間差圧の警報を差圧高側と低側に分離することに

より、運転員への情報提供を明確化する。【７月末までに実施】 

 

・原子炉･ＣＲＤ冷却水ヘッダ間差圧上昇防止のための更なる設備対策として、原

子炉・ＣＲＤ冷却水ヘッダ間差圧が上昇した場合に、自動的に差圧を低減するイ

ンターロックについて電力大で検討する。【７月以降、電力大で詳細検討を実施】 
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２．４ 再発防止対策を確実にフォローしていく体制づくり 

再発防止対策を確実に実行するために、全社的にその実施状況や効果・定着度を

定期的に評価し、状況を踏まえて見直し・改善するための体制・仕組みについて、

以下のとおり構築する。 

 

・社長を委員長とする「原子力安全信頼回復推進委員会」を設置（4 月 26 日）し、

再発防止対策の策定・推進、実施状況及び実効性の確認・評価に加え、下記の「再

発防止対策検証委員会(仮称)」の評価を受けて、更なる改善に繋げ、次年度以降

の経営計画等に反映していく。【４月以降、週１回を目安に開催する。】 

 

・なお、「発電設備点検委員会（平成 18 年 12 月 19 日設置）」「志賀１号機事故調査

対策委員会（3 月 16 日設置）」及び「原子力品質保証体制検討委員会（平成 18

年 12 月 19 日設置）」は、体制の充実を図った原子力安全信頼回復推進委員会に、

その役割を一元化し、全てを引き継ぐことから、4月 26 日付で廃止した。 

 

・また、社外の有識者による「再発防止対策検証委員会(仮称)」を設置（5 月末ま

でに設置）し、中立的な立場から再発防止対策の実施状況の確認などによる検証

を行い、公表する。【６月以降、３ヶ月に１回を目安に必要の都度開催する。】 

 

■再発防止対策の実施・検証の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力本部（志賀原子力発電所、原子力部、地域社会部）・
地域共生本部・経営企画部・経営管理部・地域広報部・ 
総務部・土木部・情報通信部・電力流通部・火力部 

指 示 計画策定 
・状況報告 

原子力安全信頼回復推進委員会 
 
委員長  ：永原 功 社長 
副委員長：髙田憲一 副社長  
委 員 ： 
（取締役） 
 松波孝之 副社長、濱田昌一 副社長、 
 久和 進 常務、清原邦彦 常務、松長 賢 常務、 
 柿田 彰 常務、南 信久 常務 
（執行役員） 
松岡幸雄 福井支店長、村田幸平 経営管理部長、 
 塩谷敏文 経営企画部長、堀 祐一 石川支店長、 
 若宮真自 志賀原子力発電所長、本林敏功 配電部長、
 荒井行雄 原子力推進本部部長 
（支配人等） 
近谷雅人 地域広報部長、宮田良紀 総務部長、 
 鷹西賢一 情報通信部長、金井 豊 原子力部長、 
 黒田雅信 志賀原子力事務所長、 
 坂本希一 志賀原子力事務所所長代理 

再発防止対策検証委員会(仮称) 
 

（5月末までに設置） 
 

※平成 19 年 5 月 21 日現在の体制表。 

実施状況 
報 告 

評 価 



 17

３．まとめ 

 

本報告書では、4 月 6 日に当社が国に提出した「発電設備点検調査結果に係る全

社的な再発防止対策についての報告」、「志賀原子力発電所 1号機の臨界に係る事故

についての報告」などに基づいて、発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動

計画をご報告いたしました。 

 

今後、当社は、「隠さない風土と安全文化の構築」を実現するために、社長を委

員長とする「原子力安全信頼回復推進委員会」及び社外の有識者による、中立的な

立場から再発防止対策の検証・評価を行う「再発防止対策検証委員会（仮称）」の

もと、再発防止対策を確実に実施・定着させてまいります。 

 

今回の臨界事故や不適切な事案を改めて深く反省し、「法令・ルールを遵守し、

絶対に隠さない」との決意のもと、全社一丸となって、新しい北陸電力を創り上げ

てまいる所存でございます。何とぞ、皆さまのご理解を賜りますようお願い申し上

げます。 
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添 付 資 料 

 

 

 

 

 

 

添付資料１・・・発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画 

 

添付資料２・・・「原子力安全・保安院報告書(4/20)における今後の対応 30 項目」

及び「経済産業省指示文書(4/20)における保安規定変更命令」、 

「経済産業省指示文書(4/20)における厳重注意及び指示」と 

「再発防止対策の具体的な行動計画」との対応表 
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度
 

項
 
目
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策
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策
 

実
施
箇
所
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6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3
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考
 

①
 全
て
の
異
常
事
象
を
対
象
に
、
第
一
報
を
発
電
所
駐
在
の
保
安
検
査
官
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報
【
新
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】
 

・
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て
の
異
常
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象
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通
報
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し
、
連
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；
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⇒
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官
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見
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者
 
 
 
 
 
⇒
保
安
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官
 

・
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子
力
保
安
検
査
官
対
応
業
務
細
則
に
明
記
 

②
 社
内
関
係
箇
所
へ
も
同
時
同
内
容
の
第
一
報
を
通
報
【
新
規
】
 

 
・
保
安
検
査
官
へ
の
第
一
報
と
同
時
同
内
容
で
品
質
管
理
部
、
原
子
力
本
部
、
地
域
共
生
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Ｘ
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・
社
長
に
保
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定
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象
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ブ
ル
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さ
れ
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、
保
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・
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の
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帯
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発
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術
部
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設
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書
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1
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】
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当
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書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
1)
a.
(
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3
6)
 

発
電
8.
2.
1(
1)
a.
(
p.
1
9)
 

 

隠 さ な い 企 業 風 土 づ く り 

隠 さ な い ・ 隠 せ な い 仕 組 み の 構 築 

１
．
迅
速
か
つ
確

実
な
対
外
通
報
・

報
告
体
制
の
整
備
 

  
【
 原
子
力
 】
 

事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
の
通
報

に
つ
い
て
、
通
報
前
の
判

定
余
地
を
な
く
し
、
迅
速

か
つ
確
実
な
対
外
連
絡

を
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施
す
る
 

③
 想
定
外
に
制
御
棒
が
引
き
抜
け
た
場
合
に
つ
い
て
「
異
常
発
生
時
」
に
該
当
す
る
旨
、
保
安
規
定
を
変
更
【
新
規
】
 

・
保
安
規
定
の
変
更
内
容
を
関
係
要
領
に
反
映
 

④
 
異
常
発
生
時
に
は
、
原
子
炉
主
任
技
術
者
が
自
ら
の
責
任
に
お
い
て
、
社
長
に
対
し
正
確
な
情
報
に
基

づ
く
報
告
を
行
な
う
よ
う
に
、
保
安
規
定
を
変
更
【
新
規
】

 
・
保
安
規
定
の
変
更
内
容
を
関
係
要
領
に
反
映
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

発
電
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

２
．「
ト
ラ
ブ
ル
対

策
会
議
」
運
営
ル

ー
ル
の
明
確
化
 

  
【
 原
子
力
 】
 

ト
ラ
ブ
ル
発
生
時
の
会

議
の
運
営
、
決
定
事
項
等

を
記
録
す
る
ル
ー
ル
を

定
め
、
決
定
主
体
と
プ
ロ

セ
ス
の
明
確
化
を
図
る
 

①
 ト
ラ
ブ
ル
対
策
会
議
の
運
営
ル
ー
ル
策
定
（
決
定
主
体
・
プ
ロ
セ
ス
明
確
化
）
【
新
規
】
 

・
第
一
報
通
報
後
の
連
絡
区
分
及
び
ト
ラ
ブ
ル
応
急
措
置
の
検
討
を
行
う
会
議
の
運
営
ル
ー
ル
を
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確
化

＜
メ
ン
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ー
＞
 
所
長
（
決
定
者
）、
所
長
代
理
、
原
子
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主
任
技
術
者
（
意
見
表
明
義
務
）、
関
係
部

長
、
関
係
課
長
、
技
術
課
長
（
招
集
者
・
進
行
役
）
 

＜
開
催
基
準
＞
 
連
絡
区
分
Ⅲ
以
上
の
可
能
性
の
あ
る
も
の
が
対
象
（
明
確
に
Ⅳ
と
な
る
も
の
は
対
象

外
）
（
平
日
は
技
術
課
長
判
断
、
夜
間
・
休
日
は
連
絡
当
番
者
判
断
）
 

＜
開
催
時
期
＞
 
連
絡
区
分
Ⅱ
以
上
は
夜
間
・
休
日
問
わ
ず
直
ち
に
 

連
絡
区
分
Ⅲ
は
勤
務
時
間
中
（
夜
間
・
休
日
は
翌
勤
務
日
）
 

 
 
＜
記
録
＞
 
 
 
議
事
録
の
作
成
・
保
管
、
ﾎ
ﾞ
ｲ
ｽ
ﾚ
ｺ
ｰ
ﾀ
ﾞ
ｰ
使
用
(
連
絡
区
分
Ⅰ
､
Ⅱ
の
可
能
性
あ
る
も
の
)

記
録
は
廃
止
措
置
完
了
ま
で
保
存
 

・
事
故
･
故
障
等
対
応
要
領
に
明
記
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

技
術
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
6.
3.
3
個
別
対
策
②
】

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
1)
b.
(
p.
3
6)
 

発
電
8.
2.
1(
1)
b.
(
p.
2
0)
 

 

 

３
．
発
電
所
情
報

の
国
及
び
経
営

層
・
原
子
力
本
部

へ
の
伝
送
 

  
【
 原
子
力
 】
 

発
電
所
情
報
に
つ
い
て
、

よ
り
透
明
性
を
高
め
る

た
め
、
発
電
所
の
状
況
を

確
認
で
き
る
情
報
を
国
、

経
営
層
に
伝
送
す
る
 

①
 発
電
所
情
報
の
伝
送
先
の
追
加
【
新
規
】
 

＜
社
 
外
＞
 
保
安
検
査
官
室
【
発
電
所
】
、
保
安
検
査
官
事
務
所
【
志
賀
町
】
 

＜
社
 
内
＞
 
役
員
室
・
品
質
管
理
部
【
本
店
ビ
ル
】、
原
子
力
本
部
【
志
賀
町
】
 

②
 伝
送
す
る
発
電
所
情
報
【
新
規
】
 

・
伝
送
手
段
；
既
設
シ
ス
テ
ム
PI
TS
を
利
用
 

・
伝
送
情
報
は
以
下
の
通
り
 

＜
既
伝
送
情
報
＞
 
 
発
電
機
出
力
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
、
排
気
筒
モ
ニ
タ
、
 

放
水
放
射
線
モ
ニ
タ
、
風
向
・
風
速
 

＜
新
規
伝
送
情
報
＞
 
中
性
子
束
、
制
御
棒
位
置
、
原
子
炉
水
位
、
原
子
炉
圧
力
 

③
 所
要
工
事
【
新
規
】
 

・
通
信
回
線
工
事
、
PI
TS
装
置
サ
ー
バ
改
造
（
発
電
所
内
）、
デ
ー
タ
蓄
積
装
置
設
置
（
本
店
ビ
ル
内
）、

ソ
フ
ト
改
造
、
端
末
の
設
置
 

④
 警
報
等
印
字
記
録
（
ア
ラ
ー
ム
タ
イ
パ
ー
）
の
伝
送
、
保
存
【
新
規
】
※
 

・
保
安
検
査
官
事
務
所
に
お
け
る
ア
ラ
ー
ム
タ
イ
パ
ー
情
報
の
伝
送
と
監
視
方
法
に
つ
い
て
、
国
と
調
整

し
対
応
 

・
ア
ラ
ー
ム
タ
イ
パ
ー
を
保
存
す
べ
き
記
録
対
象
と
し
、
運
転
日
誌
と
同
等
の
保
存
期
間
と
す
る
旨
、
保

安
規
定
に
明
記
 

※
 伝
送
開
始
は
1
年
以
上
の
準
備
期
間
要
す
 

⑤
 保
安
検
査
官
の
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
に
よ
る
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
の
確
認
【
新
規
】
 

・
施
設
へ
の
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
の
範
囲
拡
大
 

－
現
行
の
中
央
制
御
室
へ
の
ﾌ
ﾘ
ｰ
ｱ
ｸ
ｾ
ｽ
(
H
1
9
.
2
～
)
に
加
え
、
現
場
巡
視
等
で
も
ﾌ
ﾘ
ｰ
ｱ
ｸ
ｾ
ｽ
を
拡
大
 

・
情
報
へ
の
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
の
拡
大
 

－
現
行
の
原
子
力
発
電
保
安
運
営
委
員
会
に
加
え
(
H
1
8
.
8
～
)
、
発
電
所
の
そ
の
他
保
安
に
関
す
る
会

議
体
へ
の
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
参
加
を
拡
大
 

－
現
行
の
不
適
合
報
告
書
の
提
示
に
加
え
、
保
安
活
動
に
伴
う
記
録
類
の
提
示
 

・
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
に
係
る
国
と
事
業
者
の
確
認
事
項
を
と
り
ま
と
め
、
原
子
力
保
安
検
査
官
対
応
業
務

細
則
に
明
記
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

技
術
部
 

  志
賀
原
子
力
発
電
所
 

技
術
部
 

    志
賀
原
子
力
発
電
所
 

技
術
部
 

情
報
通
信
部
 

 志
賀
原
子
力
発
電
所
 

技
術
部
 

発
電
部
 

   志
賀
原
子
力
発
電
所
 

安
全
・
品
質
保
証
室

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
発
電
設
備
報
告
書
6(
1)
(8
)(
9)
 

(1
9)
(2
0)
】

【
保
安
規
定
変
更
命
令
(2
)⑤
】
 

【
厳
重
注
意
・
指
示
 
原
子
力
(3
)(
4)
】

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
1)
c.
(
p.
3
6)
 

発
電
8.
2.
1(
1)
c.
(
p.
2
0)
 

 

検
証
：
ト
ラ
ブ
ル
対
策
会
議
の
議
事
録
、
ﾎﾞ
ｲｽ
ﾚｺ
ｰﾀ
ﾞｰ
を
 

四
半
期
毎
に
確
認
（
Ⅳ
を
含
む
判
定
区
分
の
妥
当
性
等
）

①
運
営
ル
ー
ル
の
検
討

 

①
②
伝
送
先
・
伝
送
情
報
等
の
検
討

 

②
③
工
事
（
通
信
回
線
等
）
実
施

 

ト
ラ
ブ
ル
対
策
会
議
の
実
施

 

検
証

 
検
証

 
検
証

 

②
③
発
電
所
情
報
の
伝
送
実
施

 

④
ア
ラ
ー
ム
タ
イ
パ
ー
の
保
存

 

検
証
：
品
質
管
理
部
が
伝
送
状
況
を
確
認

 

検
証
：
細
則
の
改
正
・
 

実
施
状
況
の
確
認
 

⑤
保
安
検
査
官
の
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス

 

検
証
：
発
電
所
 安
全
・
品
質
保
証
室
で
第
一
報
通
報
 

記
録
を
四
半
期
毎
に
確
認

 

①
②
仕
組
み
の
検
討

 

①
保
安
検
査
官
へ
の
通
報
実
施

 
②
社
内
関
係
箇
所
へ
の
通
報
実
施

 

①
②
検
証

 検
証
：
保
安
規
定
の
改
正
・
運
用
状
況

確
認
、
要
領
類
の
改
正
・
運
用

状
況
確
認
 

①
～
④
保
安
規
定
、

 
関
係
要
領
等
の
見
直
し

 

検
証

 
検
証

 

添付資料１（１／14） 

▽
保
安
規
定
改
正

(認
可

) 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
１
／
1
4
）



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

隠 さ な い 企 業 風 土 づ く り 

隠 さ な い ・ 隠 せ な い 仕 組 み の 構 築 

４
．
原
子
炉
主
任

技
術
者
の
地
位
と

権
限
の
強
化
 

  
【
 原
子
力
 】
 

独
立
性
を
高
め
、
社
長
に

対
し
て
直
接
に
報
告
し
、

指
示
を
受
け
る
立
場
に

位
置
づ
け
る
こ
と
に
よ

り
、
原
子
炉
主
任
技
術
者

の
地
位
と
権
限
を
強
化

す
る
 

①
 原
子
炉
主
任
技
術
者
の
地
位
・
権
限
の
強
化
【
新
規
】
 

 
・
独
立
性
を
高
め
る
た
め
、
ラ
イ
ン
業
務
を
持
た
な
い
専
任
の
「
原
子
炉
主
任
技
術
者
」
の
職
位
を
新
た

に
設
置
、
発
令
 

・
原
子
炉
主
任
技
術
者
の
発
言
力
を
高
め
、
原
子
炉
の
運
転
に
関
し
て
保
安
の
監
督
を
行
う
責
務
を
十
全

に
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
社
長
に
対
し
て
直
接
に
報
告
し
、
指
示
を
受
け
る
立
場

に
位
置
づ
け
（
選
任
時
は
支
配
人
以
上
と
す
る
）
 

・
上
記
事
項
に
関
し
て
保
安
規
定
を
改
正
 

・
上
記
事
項
に
関
し
て
組
織
規
程
・
職
務
権
限
規
程
を
改
正
 

 ②
 原
子
炉
主
任
技
術
者
の
具
体
的
職
務
の
明
確
化
【
新
規
】
 

 
・
保
安
委
員
会
及
び
保
安
運
営
委
員
会
、
ト
ラ
ブ
ル
対
策
会
議
へ
の
出
席
必
須
化
と
意
見
表
明
を
義
務
化

 
・
関
係
要
領
類
を
改
正
（
保
安
委
員
会
運
営
指
針
、
主
任
技
術
者
の
職
務
等
に
関
す
る
運
用
要
領
、
保
安

運
営
委
員
会
運
営
要
領
）
 

 

経
営
管
理
部
 

 原
子
力
部
 

志
賀
原
子
力
発
電
所

安
全
･品
質
保
証
室

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
発
電
設
備
報
告
書
6(
1)
(1
2)
】
 

【
保
安
規
定
変
更
命
令
(
2
)
②
】

【
厳
重
注
意
・
指
示
 原
子
力
(5
)】

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
1)
d.
(
p.
3
7)
 

発
電
8.
2.
1(
1)
d.
(
p.
2
0)
 

 

 

５
．
企
業
倫
理
情

報
窓
口
（
ホ
イ
ッ

ス
ル
北
電
）
の
強

化
 
  
【
 全
 社
 】
 

よ
り
相
談
し
や
す
い
環

境
を
整
備
し
、
隠
さ
な
い

仕
組
み
を
強
化
す
る
 

①
 社
外
通
報
窓
口
の
設
置
【
強
化
】
 

・
現
行
の
社
内
通
報
窓
口
に
加
え
、
社
外
の
第
三
者
(
弁
護
士
)へ
の
通
報
窓
口
を
設
置
し
、
よ
り
相
談
し

や
す
い
制
度
と
す
る
 

・
経
営
計
画
の
事
業
所
巡
回
説
明
や
社
内
報
、
プ
レ
ス
発
表
に
よ
り
、
社
内
外
へ
社
外
通
報
窓
口
設
置
を

周
知
 

・
わ
か
り
や
す
い
入
力
画
面
へ
の
修
正
な
ど
、
利
用
し
や
す
い
環
境
の
整
備
 

     

総
務
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
1)
e.
(
p.
3
7)
 

発
電
8.
2.
1(
1)
e.
(
p.
2
0)
 

 

企 業 倫 理 最 重 視 へ の 意 識 改 革 

６
．
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
マ
イ
ン
ド

変
革
研
修
 

  
【
 全
 社
 】
 

全
社
的
な
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
意
識
の
底
上
げ

を
図
る
 

①
 全
従
業
員
研
修
（
集
中
的
に
実
施
）
【
新
規
】
 

・
1
回
50
人
程
度
の
集
合
研
修
（
1
日
コ
ー
ス
）
を
５
月
～
1
2
月
に
1
0
0
回
程
度
開
催
 

・
複
数
講
師
で
分
担
し
、
複
数
会
場
へ
出
前
実
施
 

（
講
師
）
社
外
講
師
 

（
内
容
）
(
1
)
講
義
 

 
 
 
 
 
・
企
業
倫
理
の
た
め
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 

 
 
 
 
 
・
企
業
倫
理
の
実
践
ポ
イ
ン
ト
 

 
 
 
 
 
・
企
業
倫
理
と
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 

 
 
 
 
 
(2
)実
習
 

 
 
 
 
 
・
他
社
事
例
を
用
い
た
グ
ル
ー
プ
討
議
 

 
 
 
 
 
・
自
己
の
決
意
と
行
動
計
画
 

（
受
講
者
）
 約
4
,
2
0
0
名
 

 
②
 従
来
か
ら
実
施
の
４
階
層
に
加
え
、
以
下
の
３
階
層
に
も
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
教
育
を
追
加
、
併
せ
て
、

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
内
容
を
充
実
（
継
続
的
に
実
施
）
【
強
化
】
 

 
（
新
た
に
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
教
育
を
追
加
す
る
研
修
）
 

・
「
新
入
社
員
フ
ォ
ロ
ー
研
修
」
 

・
「
中
堅
社
員
研
修
」（
チ
ー
フ
2
-
2
昇
格
者
）
 

・
「
特
管
職
フ
ォ
ロ
ー
研
修
」（
特
２
級
昇
格
３
年
目
）
 

（
講
師
）
社
内
講
師
（
総
務
部
危
機
管
理
チ
ー
ム
）
 

（
内
容
）
 ・
「
行
動
規
範
」
の
講
義
 

・
違
反
事
例
紹
介
 

・
当
社
事
例
を
用
い
た
グ
ル
ー
プ
討
議
 

・
決
意
と
行
動
計
画
作
成
 

（
受
講
者
）
約
5
0
0
名
／
毎
年
 

 

経
営
管
理
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
a.
(
p.
3
7)
 

発
電
8.
2.
1(
2)
a.
(
p.
2
1)
 

 

検
証

 

①
②
地
位
･
権
限
の
検
討
、

 
保
安
規
定
等
の
見
直
し

 

①
地
位
・
権
限
強
化
の
実
施

 
②
原
子
炉
主
任
技
術
者
の
職
務
明
確
化

 

①
社
外
窓
口
設
置
準
備

 

社
外
窓
口
運
用
に
よ
る
利
用
環
境
の
整
備

 

【
強
化
】

 

①
②
計
画

 

①
全
従
業
員
研
修
の
実
施

 

検
証
：
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施

 検
証

 

検
証

 

検
証
：
施
策
5
に
同
じ

 

検
証
：
保
安
運
営
委
員
会
、
ト
ラ
ブ
ル
対
策
会
議
で
の

議
事
録
に
て
品
質
管
理
部
が
定
期
的
に
確
認

 

添付資料１（２／14） 

①
②
検
証

 

▽
保
安
規
定
改
正

(認
可

) 

▽
社
外
窓
口
設
置

 

②
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
教
育
追
加
実
施

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
２
／
1
4
）
 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

隠 さ な い 企 業 風 土 づ く り 

企 業 倫 理 最 重 視 へ の 意 識 改 革 

７
．
経
営
幹
部
及

び
管
理
職
全
員
に

対
す
る
集
中
教
育
 

  
【
 全
 社
 】
 

経
営
幹
部
及
び
管
理
職

全
員
を
対
象
と
す
る
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関

す
る
研
修
を
集
中
的
に

実
施
す
る
 

①
 経
営
幹
部
教
育
（
集
中
的
に
実
施
）
【
新
規
】
 

・
経
営
幹
部
（
副
部
長
級
以
上
）
を
対
象
と
し
た
集
中
教
育
を
、
５
月
～
８
月
に
２
回
実
施
 

［
１
回
目
］
 

（
講
師
）
社
外
講
師
 

（
内
容
）
長
年
の
知
見
を
基
に
し
た
｢
原
子
力
の
信
頼
回
復
｣
に
対
す
る
取
組
み
に
つ
い
て
の
講
義
 

［
２
回
目
］
 

（
講
師
）
社
外
講
師
 

(
内
容
)
「
ｺ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｲ
ｱ
ﾝ
ｽ
」
の
著
名
な
専
門
家
か
ら
、
経
営
幹
部
と
し
て
取
組
む
べ
き
姿
勢
を
学
ぶ

 
（
受
講
者
）
副
部
長
級
以
上
 
約
1
5
0
名
 

 ②
 管
理
職
教
育
（
集
中
的
に
実
施
＋
フ
ォ
ロ
ー
）
【
新
規
】
 

・
全
特
管
職
を
対
象
と
し
た
1
回
1
0
0
人
程
度
の
集
合
教
育
（
1
日
コ
ー
ス
）
を
、
５
月
～
７
月
に
５
回

程
度
開
催
（
休
日
開
催
）
 

・
3
年
に
1
回
程
度
フ
ォ
ロ
ー
研
修
を
継
続
実
施
 

（
講
師
）
社
外
講
師
 

（
内
容
）
(
1
)
講
義
 

 
 
 
  
 
 
・
不
祥
事
の
要
因
と
し
て
の
企
業
体
質
や
組
織
風
土
 

 
 
 
  
 
 
・
組
織
的
違
反
の
事
例
 

 
 
  
 
 
 
・
意
思
決
定
の
場
で
の
不
祥
事
 

 
 
  
 
 
 
・
組
織
風
土
と
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 

 
  
 
 
 
(2
)実
習
 

 
 
  
 
 
 
・
他
社
事
例
を
用
い
た
グ
ル
ー
プ
討
議
 

 
  
 
 
 
 
・
行
動
計
画
作
成
 

（
受
講
者
）
 約
5
0
0
名
 

経
営
管
理
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
b.
(
p.
3
8)
 

発
電
8.
2.
1(
2)
b.
(
p.
2
1)
 

 

 

８
．
職
場
単
位
で

の
集
団
討
議
の
実

施
 
  
【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意

識
の
浸
透
を
図
る
観
点

か
ら
、
安
全
文
化
や
モ
ラ

ル
を
テ
ー
マ
と
し
た
集

団
討
議
を
実
施
す
る
 

①
 安
全
文
化
や
モ
ラ
ル
に
関
す
る
職
場
単
位
で
の
集
団
討
議
【
強
化
】
 

・
志
賀
原
子
力
発
電
所
ほ
か
、
各
発
電
所
、
各
電
力
部
等
の
課
毎
の
職
場
懇
談
会
時
に
、
3
ヶ
月
に
1
回
、

安
全
文
化
や
モ
ラ
ル
に
関
し
て
、
具
体
的
な
法
令
違
反
事
例
や
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
を
も
と
に
集
団
討
議

を
実
施
 

・
そ
の
際
、
各
職
場
で
選
出
し
た
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
リ
ー
ダ
ー
が
進
行
を
リ
ー
ド
 

・
各
部
門
内
に
事
務
局
を
設
置
し
、
各
職
場
で
の
討
議
実
績
、
討
議
内
容
を
随
時
集
約
 

・
そ
の
際
、
討
議
で
出
さ
れ
た
意
見
や
疑
問
点
等
を
吸
上
げ
、
当
該
職
場
へ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
や
他
職

場
へ
の
水
平
展
開
を
行
う
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

技
術
部
 

各
発
電
所
 

各
電
力
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
c.
(
p.
3
8)
 

発
電
8.
2.
1(
2)
c.
(
p.
2
1)
 

 

 

９
．
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
に
関
す
る

誓
約
書
の
署
名
 

  
【
 全
 社
 】
 

経
営
幹
部
、
従
業
員
一
人

ひ
と
り
の
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
意
識
を
毎
年
新

た
な
も
の
と
し
、
継
続
的

な
喚
起
を
図
る
 

①
 全
従
業
員
が
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
誓
約
書
に
署
名
【
継
続
】
 

・
経
営
幹
部
・
従
業
員
一
人
ひ
と
り
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
を
毎
年
新
た
な
も
の
と
す
る
た
め
、
全

役
員
お
よ
び
全
従
業
員
が
、
毎
年
度
当
初
に
、
社
長
（
ま
た
は
会
社
）
宛
て
の
誓
約
書
に
署
名
・
提
出

（
平
成
17
年
度
よ
り
継
続
実
施
、
平
成
19
年
度
は
４
月
１
日
付
で
実
施
済
、
当
社
:
4
,
8
9
0
名
）
 

 ②
 グ
ル
ー
プ
会
社
従
業
員
に
よ
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
誓
約
書
へ
の
署
名
【
新
規
】
 

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
更
な
る
意
識
付
け
を
図
る
た
め
、
グ
ル
ー
プ
会
社
（
2
0
社
）
に
お
い

て
も
全
役
員
、
全
従
業
員
が
誓
約
書
に
署
名
・
提
出
 
（
グ
ル
ー
プ
会
社
:
3
,
8
0
0
名
）
 

総
務
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
d.
(
p.
3
8)
 

発
電
8.
2.
1(
2)
d.
(
p.
2
1)
 

 

 

 

1
0
．
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
メ
ー
ル
マ

ガ
ジ
ン
の
発
信
 

  
【
 全
 社
 】
 

社
長
か
ら
直
接
メ
ッ
セ

ー
ジ
を
発
信
す
る
こ
と

に
よ
り
、
全
従
業
員
の
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識

に
刺
激
を
与
え
る
 

①
 コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
や
最
新
情
報
の
全
従
業
員
へ
の
発
信
【
新
規
】
 

・
社
長
自
ら
が
、
全
従
業
員
へ
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
自
分
自
身
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
毎
月
１
回
発

信
（
社
内
メ
ー
ル
お
よ
び
社
内
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
活
用
）
 

・
総
務
部
か
ら
、
全
従
業
員
へ
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
最
新
情
報
を
、
毎
月
1
回
発
信
（
内
容
は
、

他
社
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
違
反
事
例
、「
ホ
イ
ッ
ス
ル
北
電
」
通
報
事
例
、「
行
動
規
範
」
の
変
更
点

な
ど
）
 

・
上
記
２
つ
の
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
に
よ
り
、
従
業
員
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
に
刺
激
を
与
え
る
 

経
営
企
画
部
 

総
務
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
6.
3.
3 
対
策
全
般
①
】

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
e.
(
p.
3
8)
 

発
電
8.
2.
1(
2)
e.
(
p.
2
2)
 

②
ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
ﾟ
会
社
従
業
員
に
よ
る
署
名

 

①
全
従
業
員
に
よ
る
署
名

 

検
証
：
施
策
５
に
同
じ
 

①
②
計
画

 

①
経
営
幹
部
教
育
の
実
施
（
第
１
回
）

 

①
経
営
幹
部
教
育
の
実
施
(
第
２
回
)
 

②
管
理
職
教
育
の
実
施

 

検
証

 

検
証

 

検
証
：
施
策
５
に
同
じ
 

①
集
団
討
議
の
実
施
（
職
場
単
位
・
3
ｹ
月
に
1
回
）

 検
証

 

①
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
の
発
信

 検
証

 

検
証
：
施
策
５
に
同
じ
 

検
証
：
施
策
５
に
同
じ
 

添付資料１（３／14) 

①
②
検
証

 

検
証

 

検
証

 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

検
証

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
３
／
1
4
）
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

1
1
．
原
子
力
発
電

所
の
業
務
規
範
の

作
成
と
全
社
行
動

規
範
の
充
実
 
 

実
務
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
の
関
係
を
明
確
に

意
識
し
、
業
務
を
遂
行
す

る
こ
と
で
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
意
識
の
向
上
を

図
る
 

①
「
志
賀
原
子
力
発
電
所
 業
務
規
範
（
仮
称
）
」
の
策
定
【
新
規
】
 

・
原
子
力
業
務
分
野
（
発
電
、
保
修
、
技
術
）
別
に
内
容
・
事
例
を
加
え
た
志
賀
原
子
力
発
電
所
業
務
規

範
（
仮
称
）
を
策
定
 

・
策
定
の
過
程
で
各
人
が
十
分
議
論
す
る
こ
と
に
よ
り
各
人
の
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
周
知
を
図
っ
て

い
く
 

   

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

発
電
部
 

保
修
部
 

技
術
部
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
f.
(
p.
3
8)
 

発
電
8.
2.
1(
2)
f.
 g
.(
p.
22
)

 

隠 さ な い 企 業 風 土 づ く り 

企 業 倫 理 最 重 視 へ の 意 識 改 革 

【
 全
 社
 】
 
 

②
 行
動
規
範
の
各
項
目
へ
の
事
例
集
の
追
加
【
強
化
】
 

・
各
項
目
ご
と
に
「
事
例
」
「
学
習
の
ポ
イ
ン
ト
」
「
理
想
的
な
行
動
や
解
決
策
」
を
解
説
 

・
各
職
場
で
の
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
等
に
活
用
 

・
行
動
規
範
の
「
3
.
事
実
に
反
す
る
記
録
・
報
告
の
禁
止
」
の
具
体
的
事
例
と
し
て
、
 

「
志
賀
原
子
力
発
電
所
１
号
機
の
臨
界
に
係
る
事
故
に
つ
い
て
の
報
告
」
（
平
成
19
年
3
月
3
0
日
）

「
発
電
設
備
に
係
る
点
検
報
告
書
」
（
平
成
19
年
3
月
30
日
）
 

「
当
社
水
力
発
電
関
連
施
設
に
係
る
調
査
報
告
書
」
（
平
成
19
年
3
月
14
日
）
 

で
報
告
し
た
不
適
切
事
案
を
盛
り
込
む
 

   

総
務
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

1
2
．
部
門
間
の
人

事
交
流
の
活
発
化
 
異
な
る
経
験
を
持
つ
他

部
門
の
社
員
を
配
置
す

る
こ
と
で
、
部
門
内
の
風

通
し
を
良
く
す
る
 

①
 人
事
交
流
と
し
て
1
0
名
程
度
を
火
力
部
門
、
電
力
流
通
部
門
、
事
務
部
門
か
ら
志
賀
原
に
配
置
【
新
規
】

・
組
織
改
正
に
合
わ
せ
て
、
安
全
・
品
質
保
証
室
に
事
務
部
門
か
ら
１
名
、
保
修
部
に
火
力
部
門
、
電
力

流
通
部
門
か
ら
1
0
名
程
度
を
配
置
 

 

経
営
管
理
部
 

     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
1(
2)
g.
(
p.
3
9)
 

発
電
8.
2.
1(
3)
a.
(
p.
2
2)
 

 

 

【
 全
 社
 】
 
 

②
 定
期
異
動
時
に
、
事
務
部
門
と
技
術
部
門
の
交
流
、
①
以
外
の
技
術
部
門
ど
う
し
の
交
流
を
拡
大
【
新
規
】
 

・
新
設
さ
れ
る
品
質
管
理
部
に
、
事
務
部
門
と
技
術
部
門
の
双
方
の
人
材
を
投
入
し
て
交
流
を
図
る
 

・
技
術
部
門
間
の
交
流
に
つ
い
て
は
、
①
を
優
先
実
施
す
る
と
と
も
に
、
共
通
の
技
術
を
活
用
で
き
る
火

力
部
門
と
電
力
流
通
部
門
、
電
力
流
通
部
門
と
配
電
部
門
な
ど
の
交
流
を
拡
大
す
る
 

                

経
営
管
理
部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②
職
場
で
の
行
動
規
範
の
活
用

 

②
行
動
規
範
へ
の
事
例
追
加

 

検
証

 

①
②
部
門
間
の
人
事
交
流

 

①
志
賀
原
子
力
発
電
所
 業
務
規
範
の
策
定

 

①
志
賀
原
子
力
発
電
所
 業
務
規
範
の
活
用

 検
証

 

▽
組
織
改
正

 

検
証
：
施
策
５
に
同
じ
 

検
証
：
施
策
５
に
同
じ
 

添付資料 1（４／14） 

①
②
検
証

 

①
②
検
証

 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
４
／
1
4
）
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

隠 さ な い 企 業 風 土 づ く り 

企 業 倫 理 最 重 視 へ の 意 識 改 革 

1
3
．
管
理
職
の
管

理
能
力
向
上
教
育

の
充
実
 

  
【
 全
 社
 】

 

管
理
職
の
コ
ー
チ
ン
グ
、

リ
ス
ク
管
理
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
に
関
す
る
研
修
を

充
実
し
、
部
下
の
意
見
を

吸
い
上
げ
る
能
力
や
問

題
解
決
能
力
の
向
上
を

図
る
 

①
 Ｏ
Ｊ
Ｔ
や
り
方
研
修
（
一
般
役
職
対
象
）【
強
化
】
 

・
平
成
19
年
度
よ
り
、
部
門
ご
と
に
、
職
場
の
課
題
発
見
・
解
決
の
た
め
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
研
修
（
1
日
コ
ー
ス
）

を
16
回
（
技
術
系
1
3
回
、
事
務
系
３
回
）、
各
支
店
な
ど
に
出
向
い
て
開
催
す
る
 

 
＜
講
 
師
＞
 
社
外
講
師
 

＜
受
講
者
＞
 
約
4
0
0
名
（
各
部
門
で
人
選
し
た
Ｏ
Ｊ
Ｔ
で
核
と
な
る
役
職
者
。
1
回
あ
た
り
25
名
）
 

＜
研
修
内
容
＞
 
・
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
 

・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
重
要
性
 

・
問
題
解
決
の
た
め
の
情
報
共
有
化
 

・
現
場
の
課
題
解
決
演
習
な
ど
 

   

経
営
管
理
部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

発
電
8.
2.
1(
3)
b.
(
p.
2
2)
 

 

 

 

 
 

②
 階
層
別
教
育
へ
の
リ
ス
ク
管
理
研
修
の
組
み
込
み
【
新
規
】
 

・
リ
ス
ク
管
理
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
、
新
任
管
理
監
督
者
研
修
、
新
任
特
別
管
理
職
研
修
、
特
別
管
理

職
フ
ォ
ロ
ー
研
修
（
特
２
級
昇
格
３
年
目
）
に
組
み
込
む
 

 
＜
講
 
師
＞
 
社
外
講
師
 

＜
受
講
者
＞
 
約
1
3
0
名
（
新
任
登
用
見
込
み
約
1
0
0
名
及
び
平
成
1
6
年
度
特
２
級
昇
格
者
約
30
名
）

＜
研
修
内
容
＞
 
・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
背
景
と
目
的
 

・
未
然
防
止
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 

・
不
測
事
態
対
応
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 

・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
実
践
の
ポ
イ
ン
ト
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

③
 コ
ー
チ
ン
グ
研
修
の
充
実
【
継
続
】
 

・
平
成
1
8
年
度
に
、
既
任
役
職
者
で
未
受
講
者
全
員
を
対
象
と
し
て
約
8
0
0
名
に
集
中
実
施
済
み
 

・
平
成
19
年
度
は
、
新
任
役
職
者
研
修
な
ら
び
に
新
任
特
別
管
理
職
研
修
の
教
育
の
内
容
に
、「
リ
ー
ダ

ー
シ
ッ
プ
」
教
育
の
要
素
を
加
味
し
実
施
す
る
と
と
も
に
、
全
役
職
者
を
対
象
と
し
た
3
6
0
度
診
断
の

結
果
を
踏
ま
え
、
「
他
者
評
価
」
が
特
に
低
い
役
職
者
に
対
し
、
部
下
指
導
力
の
強
化
を
目
的
と
し
た

「
コ
ー
チ
ン
グ
強
化
研
修
」
を
実
施
 

 
＜
講
 
師
＞
 
社
外
講
師
（
コ
ー
チ
ン
グ
研
修
で
実
績
の
あ
る
講
師
）
 
 
 

＜
受
講
者
＞
 
新
任
管
理
監
督
者
及
び
新
任
特
別
管
理
職
 
約
1
0
0
名
（
新
任
登
用
見
込
み
）
 

「
コ
ー
チ
ン
グ
強
化
研
修
」
対
象
役
職
者
（
リ
ー
ダ
ー
ク
ラ
ス
）
 
約
30
名
（
3
6
0
度
診

断
結
果
）
 

 
 
 
 
 
 
 
H
2
0
年
度
は
、
チ
ー
フ
ク
ラ
ス
を
対
象
と
し
て
実
施
予
定
 

＜
研
修
内
容
＞
 
・
部
下
と
の
良
好
な
関
係
 

・
コ
ー
チ
ン
グ
ス
キ
ル
（
質
問
・
傾
聴
等
）
 

・
「
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
」
と
コ
ー
チ
ン
グ
 

・
行
動
計
画
 

 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①
Ｏ
Ｊ
Ｔ
や
り
方
研
修

 

②
階
層
別
教
育
で
の
リ
ス
ク
管
理
研
修

 

③
コ
ー
チ
ン
グ
研
修

 

検
証
：
受
講
後
の
理
解
度
自
己
評
価

 

検
証
：
受
講
後
の
理
解
度
自
己
評
価

 

検
証
：
受
講
後
の
理
解
度
自
己
評
価
 

及
び
行
動
計
画

 

添付資料１（５／14) 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
５
／
1
4
）
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

1
4
．
経
営
ト
ッ
プ

か
ら
の
「
安
全
最

優
先
」
の
強
力
な

意
志
表
明
 

  
【
 全
 社
 】
 

社
長
の
意
志
を
社
内
外

に
明
確
に
示
し
､
安
全
最

優
先
意
識
の
浸
透
と
定

着
を
図
る
 

①
 従
業
員
へ
の
「
安
全
最
優
先
」
の
周
知
徹
底
【
新
規
】
 

・
Ｐ
Ｉ
ヘ
ッ
ド
ラ
イ
ン
 
(
４
月
～
)
 
[
4
/
2
、
4
/
9
、
4
/
1
6
]
 

・
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
 
 
(
４
月
～
)
 
[
4
/
6
～
]
 

・
マ
ン
ス
リ
ー
北
電
 
 
(
４
月
～
)
 

・
社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
、
従
業
員
の
「
安
全
宣
言
」
を
書
き
込
ん
だ
ポ
ス
タ
ー
の
掲
示
（
5
月
～
）
 

    

地
域
広
報
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
6.
3.
3
対
策
全
般
①
】

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
1)
(p
.
39
)
 

発
電
8.
2.
2(
1)
(p
.
23
)
 

安 全 文 化 の 構 築 

 
 

②
 社
外
へ
の
「
安
全
最
優
先
」
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
発
信
【
新
規
】
 

・
新
聞
広
告
 
 
 
 
(
４
月
～
)
 
[
4
/
1
4
]
 

・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
 
 
(
４
月
～
)
 
[
4
/
6
～
]
 

・
え
る
ふ
ぷ
ら
ざ
 
 
(
６
月
～
)
 
[
6、
9
、
1
2
、
3
月
発
行
]
 

・
テ
レ
ビ
Ｃ
Ｍ
 
 
 
(
６
月
～
)
 

     

地
域
広
報
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

③
 地
元
へ
の
「
安
全
最
優
先
」
の
社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
発
信
【
新
規
】
 

・
石
川
県
を
中
心
と
し
た
自
治
体
各
種
団
体
へ
の
訪
問
 
 
 
 
 
 
 
(
４
月
)
 
[
4
/
9
～
]
 

・
志
賀
町
、
七
尾
市
、
羽
咋
市
、
中
能
登
町
へ
の
新
聞
折
込
み
ち
ら
し
 
(
４
月
)
 

[
4/
1
1、
5
万
部
/4
.2
万
世
帯
]
 

・
ハ
マ
ナ
ス
ね
っ
と
（
原
子
力
情
報
誌
）
へ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
掲
載
 
 
 
(
５
月
～
)
 

[
5
、
7
、
9
、
1
1
、
1
月
発
行
] 

   

地
域
広
報
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

④
 経
営
方
針
・
経
営
計
画
で
の
「
安
全
最
優
先
」
の
明
文
化
【
新
規
】
 

・
H
1
9
経
営
方
針
で
「
隠
さ
な
い
風
土
と
安
全
文
化
の
構
築
」
を
明
文
化
す
る
 

・
H
1
9
経
営
計
画
等
に
お
い
て
、
次
の
内
容
を
盛
込
み
安
全
最
優
先
の
着
実
な
実
施
を
コ
ミ
ッ
ト
す
る

－
「
安
全
を
最
優
先
と
す
る
工
程
設
定
の
考
え
方
を
具
体
的
に
反
映
し
た
定
検
計
画
と
す
る
」
 

－
「
計
画
外
事
象
発
生
時
に
定
検
工
程
延
長
の
措
置
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
ル
ー
ル
化
す
る
」
 

    

経
営
企
画
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

・
安
全
を
最
優
先
と
す
る
工
程
を
設
定
し
た
定
検
計
画
、
並
び
に
、
計
画
外
事
象
発
生
時
に
お
け
る
工

程
延
長
の
措
置
に
つ
い
て
、
保
安
規
定
に
基
づ
く
志
賀
原
子
力
発
電
所
「
工
程
管
理
実
施
要
領
」
に

明
記
(
「
保
安
運
営
委
員
会
」
で
審
議
、
制
定
)
 

     

志
賀
原
子
力
発
電
所

保
修
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

⑤
「
全
社
行
動
ス
ロ
ー
ガ
ン
」
の
見
直
し
（
社
内
）
【
新
規
】
 

・「
安
全
最
優
先
」、
「
隠
さ
な
い
企
業
風
土
」
の
浸
透
・
定
着
を
図
る
た
め
の
「
全
社
行
動
ス
ロ
ー
ガ
ン
」

を
広
く
従
業
員
か
ら
募
集
、
始
業
時
等
に
唱
和
す
る
 

＜
新
 全
社
行
動
ス
ロ
ー
ガ
ン
＞
 

「
私
は
 安
全
を
最
優
先
し
ま
す
 法
令
･
ル
ー
ル
を
守
り
ま
す
 元
気
に
仕
事
に
取
り
組
み
ま
す
」
 

（
各
職
場
で
唱
和
5
/
2
8
～
）

 

経
営
企
画
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

検
証
 

検
証
 

検
証
 

検
証
 

②
検
証

③
検
証

①
検
証
 

検
証
：
企
業
風
土
に
関
す
る
社
内
ア
ン
ケ
ー
ト

「
職
場
元
気
度
診
断
」
結
果
に
よ
る
評
価

検
証
：
臨
界
事
故
に
関
す
る
お
客
さ
ま
意
識
調
査

（
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ
ﾈ
ｯ
ﾄ
調
査
）
に
よ
る
評
価

 

検
証
：
品
質
管
理
部
に
よ
る
 

安
全
最
優
先
の
工
程
管
理
の
確
認

 

①
周
知
徹
底
(
社
内
)
 

②
メ
ッ
セ
ー
ジ
発
信
(
社
外
)
 

③
自
治
体
各
種
団
体
へ
の
訪
問
・
新
聞
折
込
み
等
(地
元
) 

▽
経
営
方
針
で
明
文
化
（
5
/
9
）

 

⑤
募
集
（
募
集
4/
2
3～
5/
9）
 

⑤
唱
和
の
実
施
 

④
要
領
改
正

 

⑤
選
考
･
周
知
（
決
定
5
/
1
5
）
 

④
｢
安
全
最
優
先
｣
の
工
程
で
作
業
実
施
 

④
検
証
 

検
証
：
企
業
風
土
に
関
す
る
社
内
ア
ン
ケ
ー
ト

「
職
場
元
気
度
診
断
」
の
実
施

 

検
証
：
臨
界
事
故
に
関
す
る
お
客
さ
ま
意
識
調
査

（
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ
ﾈ
ｯ
ﾄ
調
査
）
に
よ
る
評
価

 

添付資料１（６／14) 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
６
／
1
4
）
 

④
経
営
計
画
等
で
明
文
化

 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

安 全 文 化 の 構 築 

1
5
．
地
域
と
一
体

と
な
っ
た
事
業
運

営
を
目
指
し
た
原

子
力
本
部
、
地
域

共
生
本
部
の
設
置
 

  
【
 原
子
力
 】
 

原
子
力
業
務
全
般
に
つ

い
て
、
よ
り
的
確
に
管
理

で
き
る
体
制
を
構
築
す

る
こ
と
に
よ
り
、
経
営
層

自
ら
が
自
治
体
及
び
地

域
と
一
体
と
な
り
、
社
長

と
連
携
を
取
り
な
が
ら
、

志
賀
原
子
力
発
電
所
の

安
全
運
転
の
徹
底
を
図

る
 

①
「
原
子
力
本
部
」
の
設
置
（
志
賀
町
）
【
新
規
】
 

・
本
部
長
は
副
社
長
と
し
、
本
部
に
常
駐
（
地
域
共
生
本
部
長
を
兼
務
）
 

・
副
本
部
長
は
常
務
と
し
、
本
部
に
常
駐
 

＜
設
置
目
的
＞
 

原
子
力
関
係
機
能
を
結
集
し
、
経
営
層
の
直
接
指
揮
･
統
括
の
下
、
地
域
と
一
体
と
な
っ
た
原
子
力

事
業
運
営
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
原
子
力
発
電
所
の
安
全
運
転
の
徹
底
を
図
る

 
 ＜
内
部
機
構
・
・
・
総
勢
3
8
0
名
強
（
本
部
長
、
副
本
部
長
含
む
）
＞
 

・
地
域
社
会
部
（
志
賀
原
子
力
事
務
所
を
改
組
）
・
・
 約
 4
0
名
 

・
原
子
力
部
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
約
 3
0
名
 

・
志
賀
原
子
力
発
電
所
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
約
3
0
0
名
 

・
ア
リ
ス
館
志
賀
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
約
 1
0
名
 

・
原
子
力
技
術
研
修
セ
ン
タ
ー
 ・
・
・
・
・
・
・
・
 約
 
5
名
 

 

経
営
管
理
部
 

               

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
2)
(p
.
40
)
 

発
電
8.
2.
2(
2)
(p
.
24
)
 

 

 

 
 

②
「
地
域
共
生
本
部
」
の
設
置
（
金
沢
市
）
【
新
規
】
 

・
本
部
長
は
副
社
長
と
し
、
本
部
に
常
駐
 

＜
設
置
目
的
＞
 

事
業
全
般
に
わ
た
り
、
広
く
地
域
か
ら
の
声
を
伺
い
、
石
川
県
内
に
お
け
る
当
社
重
要
事
項
に
関
し
、

地
域
に
密
着
し
た
対
応
を
行
う
 

＜
内
部
機
構
・
・
・
総
勢
20
名
強
（
本
部
長
含
む
）
＞
 

・
総
務
部
(
広
報
・
広
聴
業
務
)
・
・
・
・
・
・
・
・
約
15
名
 

・
業
務
部
(
志
賀
２
号
機
訴
訟
業
務
)
・
・
・
・
・
・
約
 5
名
 

 

経
営
管
理
部
 

         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

③
 Ｔ
Ｖ
会
議
シ
ス
テ
ム
の
増
設
等
【
新
規
】
 

・
原
子
力
本
部
、
地
域
共
生
本
部
に
Ｔ
Ｖ
会
議
シ
ス
テ
ム
を
増
設
 

・
Ｔ
Ｖ
会
議
の
録
音
の
実
施
 

→
志
賀
原
子
力
発
電
所
の
Ｔ
Ｖ
会
議
シ
ス
テ
ム
に
ボ
イ
ス
レ
コ
ー
ダ
ー
を
設
置
す
る
 

・
社
長
室
に
Ｔ
Ｖ
電
話
を
新
設
（
発
電
所
長
、
原
子
力
本
部
長
、
原
子
力
部
長
と
の
対
話
）
 

 

情
報
通
信
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①
 社
長
、
本
部
長
及
び
副
本
部
長
と
原
子
力
部
門
に
お
け
る
膝
詰
め
的
な
意
見
交
換
の
実
施
【
継
続
】
 

＜
実
施
回
数
＞
 

・
当
面
は
15
回
程
度
／
年
 

→
１
回
2
0
名
程
度
で
、
社
長
、
本
部
長
及
び
副
本
部
長
が
、
原
子
力
部
門
の
社
員
(
約
3
0
0
名
)
全
員

と
の
意
見
交
換
を
行
い
、
安
全
最
優
先
及
び
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
浸
透
を
図
る
 

 

経
営
企
画
部
 

原
子
力
部
 

志
賀
原
子
力
発
電
所

技
術
部
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
6.
3.
3
対
策
全
般
①
】
 

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
3)
a.
(
p.
4
1)
 

発
電
8.
2.
1(
3)
a.
(
p.
2
4)
 

 

原 子 力 を 支 え る 体 制 づ く り 

1
6
．
経
営
ト
ッ
プ

等
と
発
電
部
門
社

員
と
の
フ
ラ
ン
ク

な
対
話
の
実
施
 

  【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

社
長
を
は
じ
め
と
す
る

経
営
層
と
発
電
部
門
社

員
と
の
双
方
向
の
対
話

を
通
じ
て
、
相
互
の
意
思

疎
通
を
図
る
こ
と
に
よ

り
、
風
通
し
の
良
い
職
場

風
土
を
つ
く
る
 

②
 経
営
層
、
水
力
･火
力
の
部
門
長
及
び
事
業
所
長
と
各
部
門
に
お
け
る
膝
詰
め
的
な
意
見
交
換
の
実
施
【
継
続
】

＜
実
施
回
数
＞
 

・
当
面
は
2
0
～
3
0
回
程
度
／
年
 

→
１
回
2
0
名
程
度
で
、
経
営
層
、
部
門
長
及
び
事
業
所
長
が
、
部
門
の
社
員
全
員
(
水
力
 約
4
5
0
名
、

火
力
約
5
0
0
名
)と
の
意
見
交
換
を
行
い
、
安
全
最
優
先
及
び
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
浸
透
を
図
る
 

 
＜
①
②
共
通
の
実
施
方
法
等
＞
 

・
職
位
別
、
業
務
別
、
世
代
別
に
よ
る
少
人
数
(
20
名
程
度
)と
の
対
話
方
式
で
、
対
話
テ
ー
マ
を
考
慮

の
上
、
職
場
懇
談
会
や
昼
食
会
を
利
用
し
た
意
見
交
換
の
場
を
設
け
る
 

・
対
話
テ
ー
マ
、
所
要
時
間
等
は
、
社
長
(
及
び
事
務
局
)
と
各
部
門
と
で
、
毎
回
設
定
す
る
 

・
事
務
局
は
、
①
は
経
営
企
画
部
内
に
、
②
は
各
部
門
内
に
設
置
し
、
意
見
交
換
内
容
を
記
録
す
る
 

・
事
務
局
は
意
見
交
換
内
容
に
つ
い
て
、
経
営
施
策
、
部
門
施
策
に
反
映
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
結
果
を

各
部
門
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
 

 

電
力
流
通
部
 

火
力
部
 

土
木
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①
原
子
力
本
部
の
設
置
に
よ
る
 

地
域
と
一
体
と
な
っ
た
原
子
力
事
業
運
営
 

①
検
証
 

検
証
：
当
社
に
関
す
る
世
論
調
査
ア
ン
ケ
ー
ト

 
「
北
陸
電
力
に
関
す
る
意
識
調
査
」

 
結
果
に
よ
る
評
価

 
（
昭
和

29
年
よ
り
毎
年
１
回
実
施
）

 

①
設
置
準
備
 

②
設
置
準
備
 ②
地
域
共
生
本
部
の
設
置
に
よ
る
 

地
域
に
密
着
し
た
対
応
 

②
検
証
 

検
証
：
上
記
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
評
価

 

③
設
置
準
備

③
Ｔ
Ｖ
会
議
に
よ
る
意
志
疎
通
の
強
化
 

②
計
画
、
準
備
等
 

①
計
画
、
準
備
等
 

検
証
：
実
施
回
数
、
参
加
人
数
、
参
加
者
層
、
 

意
見
交
換
の
内
容
把
握
と
施
策
へ
の
反
映

 

①
意
見
交
換
の
実
施
 

②
意
見
交
換
の
実
施
 

①
②
検
証
 

添付資料１（７／14） 

▽
組
織
改
正
 

（
原
子
力
本
部
・
地
域
共
生
本
部
 設
置
）
 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
７
／
1
4
）
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

安 全 文 化 の 構 築 

1
7
．
発
電
所
内
の

組
織
強
化
・
増
員
 

  
【
 原
子
力
 】
 

品
質
管
理
の
強
化
に
加

え
、
安
全
確
保
に
つ
い
て

の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
充

実
す
る
 

①
 志
賀
原
子
力
発
電
所
の
組
織
強
化
・
増
員
（
2
0
名
程
度
）【
新
規
】
 

 
・
発
電
課
に
定
検
担
当
課
長
を
新
設
（
1
名
）
 

・
保
修
部
に
審
査
担
当
課
長
を
新
設
（
計
2
名
）
 

・
電
気
保
修
課
、
機
械
保
修
課
に
副
課
長
及
び
担
当
者
の
増
員
（
計
1
5
名
）
 

・
「
安
全
・
品
質
保
証
室
」
の
増
員
(
1
名
)
 

・
原
子
炉
主
任
技
術
者
の
専
任
化
に
よ
る
増
員
（
2
名
）
 

 

経
営
管
理
部
 

           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
3)
b.
(
p.
4
1)
 

発
電
8.
2.
2(
3)
b.
(
p.
2
5)
 

 

原 子 力 を 支 え る 体 制 づ く り 

1
8
．
事
故
・
ト
ラ

ブ
ル
時
の
応
援
体

制
の
整
備
 

  
【
 原
子
力
 】
 

事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
時
の
業
務

量
増
加
に
対
し
、
適
切
な
人

員
の
確
保
を
図
る
 

①
 応
援
人
材
リ
ス
ト
の
作
成
(
2
0
名
程
度
)・
更
新
【
新
規
】
 

・
専
門
分
野
（
タ
ー
ビ
ン
・
電
気
な
ど
）
別
に
、
他
部
門
及
び
グ
ル
ー
プ
会
社
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の

勤
務
経
験
者
・
出
張
応
援
経
験
者
を
中
心
に
、
応
援
人
材
リ
ス
ト
を
作
成
、
更
新
 

・
定
期
異
動
後
、
1
ヵ
月
以
内
に
社
内
・
グ
ル
ー
プ
会
社
の
応
援
人
材
リ
ス
ト
を
見
直
す
 

 

原
子
力
部
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
3)
c.
(
p.
4
1)
 

発
電
8.
2.
2(
3)
c.
(
p.
2
5)
 

 

安 全 ・ 品 質 管 理 の 強 化 

19
．
「
品
質
管
理

部
」
設
置
に
よ
る

発
電
設
備
の
品
質

管
理
の
徹
底
 

  
【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

品
質
管
理
を
専
門
と
す

る
部
門
を
独
立
さ
せ
、
再

発
防
止
対
策
を
策
定
推

進
す
る
と
と
も
に
、
そ
の

実
施
状
況
及
び
実
効
性

を
確
認
・
評
価
し
、
安

全
・
品
質
管
理
を
強
化
す

る
 

①
「
品
質
管
理
部
」
の
設
置
【
新
規
】
 

＜
設
置
目
的
＞
 

原
子
力
を
は
じ
め
、
各
部
門
の
再
発
防
止
対
策
及
び
品
質
管
理
の
徹
底
 

＜
内
部
機
構
・
・
・
2
5
名
程
度
＞
 

・
部
長
・
・
・
・
・
・
・
 ・
・
・
・
・
1
名
 

・
品
質
管
理
推
進
室
(
新
設
)
・
・
・
・
 5
名
 

・
考
査
室
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
1
3
名
 

・
原
子
力
監
査
室
・
・
・
・
・
・
・
・
 4
名
 

 ＜
新
設
す
る
品
質
管
理
推
進
室
の
業
務
＞
 

・
再
発
防
止
対
策
の
策
定
推
進
、
定
例
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
（
週
1
回
を
目
安
）
に
よ
る
実
効
性
の
検
証
と
進

捗
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
 

・
下
記
の
両
委
員
会
の
事
務
局
 

・
社
内
の
「
原
子
力
安
全
信
頼
回
復
推
進
委
員
会
」
 

・
社
外
の
有
識
者
に
よ
る
「
再
発
防
止
対
策
検
証
委
員
会
」
（
仮
称
）
 

・
全
社
品
質
管
理
の
推
進
 
等
 

→
全
社
品
質
管
理
の
推
進
は
、
保
安
規
程
の
と
り
ま
と
め
及
び
施
工
時
に
実
施
す
る
検
査
強
化
へ
の

取
組
み
に
つ
い
て
の
専
門
的
立
場
か
ら
の
指
導
を
含
む
 

 

経
営
企
画
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
4)
a.
(
p.
4
2)
 

発
電
8.
2.
2(
4)
a.
(
p.
2
5)
 

①
組
織
強
化
･
増
員
に
よ
る
品
質
管
理
 

チ
ェ
ッ
ク
機
能
の
充
実
 

①
応
援
人
材
リ
ス
ト
の
作
成
 

応
援
人
材
リ
ス
ト
の
登
録
・
見
直
し
 

①
品
質
管
理
部
に
よ
る
発
電
設
備
の
 

品
質
管
理
の
徹
底
 

添付資料１（８／14) 

▽
組
織
改
正
 

▽
組
織
改
正
（
7
/
1
）
 

（
品
質
管
理
部
設
置
）
 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
８
／
1
4
）
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

①
 失
敗
事
例
の
知
識
化
・
共
有
化
に
よ
る
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
の
防
止
【
新
規
】
 

＜
失
敗
に
学
ん
だ
改
善
へ
の
取
組
み
＞
 

・
本
店
の
品
質
管
理
主
管
箇
所
（
原
子
力
は
志
賀
原
子
力
発
電
所
安
全
・
品
質
保
証
室
）
が
中
心
と
な

っ
て
、
過
去
の
失
敗
事
例
等
を
調
査
・
分
析
し
、
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
の
根
本
原
因
を
洗
い
出
し
、
整

理
す
る
 

・
究
明
さ
れ
た
根
本
原
因
等
を
も
と
に
作
業
手
順
書
の
改
善
、
機
材
の
改
良
、
設
備
対
策
等
に
結
び
付

け
、
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
の
防
止
を
図
る
 

・
ま
た
、
他
産
業
に
お
け
る
重
大
事
故
事
象
等
の
失
敗
事
例
の
知
識
化
・
共
有
化
へ
の
取
組
み
や
、
外

部
専
門
家
の
知
見
を
活
用
し
、
事
故
ト
ラ
ブ
ル
の
防
止
を
図
る
 

 
＜
失
敗
知
識
デ
ー
タ
の
知
識
化
・
共
有
化
＞
 

・
次
の
活
動
を
通
じ
て
失
敗
の
知
識
化
・
共
有
化
を
図
り
、
安
全
意
識
の
高
揚
や
基
準
・
ル
ー
ル
の
遵

守
に
対
す
る
現
場
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
 

＊
終
業
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
、
職
場
懇
談
会
で
の
失
敗
事
例
を
基
に
し
た
失
敗
防
止
策
の
話
し
合
い
 

＊
現
場
作
業
前
の
Ｋ
Ｙ
(
危
険
予
知
)
活
動
、
ワ
ン
ポ
イ
ン
ト
ア
ド
バ
イ
ス
の
実
施
 

＊
各
職
場
の
旗
振
り
役
を
務
め
る
「
失
敗
知
識
マ
ネ
ジ
ャ
ー
（
仮
称
）」
の
養
成
 
 

 ＜
失
敗
知
識
デ
ー
タ
の
整
理
＞
 

・
上
記
取
組
み
の
基
と
な
る
失
敗
事
例
に
つ
い
て
、
過
去
の
デ
ー
タ
も
含
め
整
理
し
、
事
故
防
止
に
向

け
て
蓄
積
す
る
 

＜
重
大
な
失
敗
事
例
＞
 
重
大
な
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
に
至
っ
た
失
敗
に
つ
い
て
は
、「
語
り
継
ぐ
べ
き

失
敗
事
例
」
と
し
て
特
に
抽
出
し
、
失
敗
に
学
ぶ
教
材
と
し
て
位
置
づ
け
、

デ
ー
タ
を
整
理
す
る
 

＜
日
常
の
失
敗
事
例
＞
 
日
々
の
事
故
未
然
防
止
に
有
益
な
支
援
ツ
ー
ル
と
し
て
、
失
敗
事
例
を
原

因
別
、
作
業
別
、
頻
度
別
、
影
響
度
別
等
に
区
分
し
て
、
検
索
可
能
な
デ

ー
タ
と
し
て
整
理
す
る
 

   

経
営
企
画
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
発
電
設
備
報
告
書
6(
17
) 
 (
26
)(
27
)】

【
厳
重
注
意
・
指
示
 
原
子
力
(7
) 

水
力
・
火
力
(2
)(
3)
】

 【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
4)
b.
(
p.
4
2)
 

発
電
8.
2.
2(
4)
b.
(
p.
2
6)
 

②
 失
敗
事
例
を
言
い
出
し
や
す
い
仕
組
み
と
風
土
の
醸
成
【
新
規
】
 

・
過
去
の
重
大
事
故
に
結
び
つ
い
た
失
敗
事
例
や
先
輩
方
が
失
敗
か
ら
得
た
教
訓
を
後
の
仕
事
に
生
か

し
た
体
験
談
 等
に
つ
い
て
「
私
の
失
敗
事
例
(
仮
称
)
」
と
し
て
、
定
期
的
に
全
社
員
に
紹
介
し
、
デ

ー
タ
に
蓄
積
し
て
い
く
 

 ・
業
務
改
善
提
案
制
度
の
活
用
 

・
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
に
至
る
恐
れ
の
あ
っ
た
想
定
外
の
事
例
（
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ
ト
）
に
つ
い
て
、
業
務
改

善
提
案
制
度
を
活
用
し
、
自
発
的
な
申
告
、
公
表
、
共
有
化
を
図
る
 

・
業
務
改
善
提
案
制
度
の
変
更
及
び
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
シ
ス
テ
ム
の
「
失
敗
事
例
画
面
」
追
加
を
実
施
 

      

経
営
企
画
部
 

    経
営
管
理
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安 全 文 化 の 構 築 

安 全 ・ 品 質 管 理 の 強 化 

2
0
．
失
敗
事
例
に

学
ぶ
仕
組
み
の
充

実
 
  
【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

失
敗
事
例
か
ら
の
教
訓

に
学
び
、
改
善
に
取
組
む

こ
と
に
よ
り
、
事
故
防
止

へ
繋
げ
る
仕
組
み
を
充

実
さ
せ
る
。
ま
た
、
失
敗

情
報
を
重
要
視
す
る
価

値
観
を
醸
成
し
、
積
極
的

に
公
表
・
共
有
化
す
る
職

場
風
土
づ
く
り
を
進
め

る
 

③
 電
力
各
社
の
ト
ラ
ブ
ル
情
報
の
共
有
化
【
新
規
】
 

＜
原
子
力
部
門
＞
 

・
原
子
力
発
電
情
報
公
開
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
（
Ｎ
Ｕ
Ｃ
Ｉ
Ａ
）
の
内
容
に
つ
い
て
、
日
本
原
子
力
技
術
協

会
と
連
携
し
た
電
気
事
業
連
合
会
大
で
の
共
通
ル
ー
ル
づ
く
り
に
当
社
も
対
応
し
、
電
力
各
社
の
ト

ラ
ブ
ル
情
報
・
対
策
の
一
層
の
共
有
化
を
進
め
る
。
ま
た
、
Ｂ
Ｗ
Ｒ
事
業
者
協
会
等
を
通
じ
、
メ
ー

カ
ー
と
の
情
報
共
有
化
を
図
る
等
、
関
係
者
と
一
体
と
な
っ
た
予
防
対
策
の
検
討
を
行
う

 
＜
水
力
・
火
力
部
門
＞
 

・
人
命
に
関
わ
る
事
故
事
例
、
社
会
的
影
響
や
安
全
性
の
観
点
か
ら
共
有
す
べ
き
と
判
断
さ
れ
る
事
故
事

例
に
つ
い
て
、
他
電
力
の
状
況
を
調
査
す
る
と
と
も
に
、
当
社
か
ら
他
電
力
へ
情
報
提
供
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
電
力
大
で
の
ト
ラ
ブ
ル
情
報
の
共
有
化
を
図
る
。
 

 

志
賀
原
子
力
発
電
所

安
全
・
品
質
保
証
室
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②
検
証

検
証
：
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
登
録
件
数

 

①
知
識
化
・
共
有
化
 

②
「
私
の
失
敗
事
例
(
仮
称
)
」
の
紹
介
 

②
新
制
度
運
用
開
始
 

③
電
力
各
社
の
ト
ラ
ブ
ル
情
報
共
有
化
 

①
改
善
へ
の
取
組
み
 

①
デ
ー
タ
整
理
 

添付資料 1（９／14） 

①
過
去
の
失
敗
事
例
の
調
査
・
分
析
 

②
業
務
改
善
提
案
制
度
変
更
準
備
 

(
失
敗
事
例
画
面
の
追
加
等
)  

＜
原
子
力
部
門
＞
 

③
N
U
C
I
A
内
容
の
共
通
ル
ー
ル
づ
く
り
(
電
事
連
大
)
 

＜
水
力
・
火
力
部
門
＞
 

③
電
力
各
社
の
ト
ラ
ブ
ル
情
報
共
有
化
 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
９
／
1
4
）
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

安 全 文 化 の 構 築 

安 全 ・ 品 質 管 理 の 強 化 

2
1
．
外
部
組
織
に

よ
る
評
価
の
活
用
 

  
【
 原
子
力
 】
 

外
部
専
門
組
織
に
よ
る

問
題
点
の
指
摘
・
評
価
を

改
善
に
つ
な
げ
、
安
全
文

化
の
構
築
を
図
る
 

①
 日
本
原
子
力
技
術
協
会
に
よ
る
発
電
所
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
・
評
価
の
実
施
【
新
規
】
 

＜
対
象
＞
発
電
所
所
員
 

＜
内
容
＞
事
故
の
公
表
と
再
発
防
止
対
策
の
実
施
に
よ
る
現
場
で
の
意
識
の
変
化
、
再
発
防
止
対
策
の
定

着
度
の
評
価
 

＜
予
定
＞
6
月
：
H
1
8
年
度
下
期
に
実
施
し
た
発
電
所
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
る
安
全
文
化
・
組
織
風
土

に
関
す
る
評
価
報
告
を
受
け
る
。
再
発
防
止
対
策
の
遂
行
の
中
で
反
映
可
能
な
工
夫
を

行
う
 

H
2
0
年
1
～
2
月
：
再
発
防
止
対
策
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
評
価
を
受
け
る
 

 ②
 電
力
中
央
研
究
所
に
よ
る
経
営
層
及
び
原
子
力
部
門
の
安
全
文
化
意
識
レ
ベ
ル
の
調
査
･評
価
の
実
施
【
新
規
】

＜
対
象
＞
経
営
層
及
び
原
子
力
部
門
全
体
（
本
店
、
発
電
所
）
 

＜
内
容
＞
会
社
全
体
の
原
子
力
安
全
文
化
意
識
に
つ
い
て
、
再
発
防
止
対
策
に
よ
る
変
化
と
定
着
を
調

査
・
評
価
 

＜
予
定
＞
6
月
：
志
賀
原
及
び
本
店
経
営
層
・
管
理
層
へ
安
全
文
化
の
意
識
に
つ
い
て
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

実
施
。
評
価
報
告
を
受
け
、
再
発
防
止
対
策
の
遂
行
の
中
で
反
映
可
能
な
工
夫
を
行
う
 

1
2
月
：
再
度
上
記
の
調
査
実
施
 

H
2
0
年
2
～
3
月
：
調
査
の
評
価
報
告
と
安
全
文
化
、
組
織
風
土
に
関
す
る
改
善
提
案
を
受
け
る

   

原
子
力
部
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
4)
c.
(
p.
4
2)
 

発
電
8.
2.
2(
4)
d.
(
p.
2
6)
 

 

 

2
2
．
マ
イ
プ
ラ
ン

ト
意
識
向
上
の
た

め
の
施
策
の
推
進
 

  
【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

見
え
る
化
活
動
な
ど
T
P
M

活
動
の
継
続
実
施
を
通

し
て
、
マ
イ
プ
ラ
ン
ト
意

識
の
高
揚
を
図
る
 

①
 現
場
見
え
る
化
活
動
の
展
開
【
継
続
】
 

・
作
業
の
重
要
ポ
イ
ン
ト
、
業
務
や
作
業
の
進
捗
状
況
、
対
象
設
備
の
仕
組
み
等
に
つ
い
て
、
現
場
の
パ

ネ
ル
に
図
示
・
掲
示
す
る
現
場
の
見
え
る
化
活
動
を
行
う
こ
と
で
、
所
員
が
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に

情
報
共
有
化
を
図
る
 

・
職
場
内
問
題
点
に
つ
い
て
の
見
え
る
化
活
動
を
進
め
、
職
場
全
体
で
問
題
点
を
共
有
し
解
決
す
る
風
土

作
り
を
図
る
 

  ［
志
賀
原
子
力
］
 

・
こ
れ
ま
で
１
号
機
で
実
施
し
て
き
た
現
場
見
え
る
化
活
動
を
、
今
年
度
か
ら
2
号
機
に
展
開
す
る
 

（
年
間
5
エ
リ
ア
実
施
予
定
）
 

・
１
号
機
に
お
い
て
は
、
日
常
点
検
に
お
け
る
点
検
方
法
の
最
適
化
を
目
指
し
た
見
え
る
化
活
動
を
進
め
る

  

志
賀
原
子
力
発
電
所

技
術
部
 

各
火
力
発
電
所
 

各
電
力
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
3.
2(
4)
d.
  
(p
.4
2)

発
電
8.
2.
2(
4)
c.
e.
(p
.2
6)

 

 

 
 

②
 Ｔ
Ｐ
Ｍ
活
動
の
推
進
【
継
続
】
 

・
自
分
た
ち
の
業
務
や
設
備
に
対
す
る
知
見
・
知
識
や
組
織
の
連
携
を
高
め
、
運
転
保
守
へ
直
接
反
映
し

て
い
く
T
P
M
活
動
を
継
続
し
て
推
進
す
る
 

・
活
動
の
進
め
方
に
つ
い
て
、
適
宜
、
外
部
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
指
導
を
受
け
な
が
ら
、
マ
イ
プ
ラ
ン
ト

意
識
向
上
の
た
め
の
教
育
や
他
業
種
交
流
、
各
部
門
・
各
課
横
断
的
な
業
務
情
報
交
換
等
の
活
動
を
実

施
す
る
 

 
(Ｔ
Ｐ
Ｍ
：

To
ta

l P
ro

du
ct

iv
e 

M
ai

nt
en

an
ce
「
全
員
参
加
の
生
産
保
全
」
の
略
称

) 
       

志
賀
原
子
力
発
電
所

技
術
部
 

各
火
力
発
電
所
 

各
電
力
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①
安
全
文
化
・
組
織
風
土
に
関
す
る
評
価
報
告
 

②
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
実
施
 

①
検
証
 

①
再
発
防
止
対
策
へ
の
反
映
 

①
評
価
 

②
評
価
報
告
 

②
再
発
防
止
対
策
へ
の
反
映

①
現
場
見
え
る
化
活
動
の
実
施
 

②
Ｔ
Ｐ
Ｍ
活
動
の
推
進

 

検
証
：
外
部
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
指
導
・
評
価

 

検
証
：
企
業
風
土
に
関
す
る
社
内
ア
ン
ケ
ー
ト

「
職
場
元
気
度
診
断
」
結
果
に
よ
る
評
価

添付資料１（10／14） 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
1
0
／
1
4
）



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

安 全 文 化 の 構 築 

安 全 ・ 品 質 管 理 の 強 化 

2
3
．
技
術
教
育
の

充
実
と
部
門
横
断

的
な
法
令
教
育
体

制
の
構
築
 

  
【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

技
術
教
育
の
充
実
に
加

え
、
部
門
横
断
的
な
法
令

教
育
の
実
施
等
に
よ
り
、

手
続
き
漏
れ
な
ど
の
再

発
を
防
止
す
る
 

①
 保
安
教
育
の
充
実
【
新
規
】

 
・
各
部
門
は
、
新
入
社
員
教
育
時
か
ら
計
画
的
に
保
安
教
育
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
発
電
設
備
に
係
る

技
術
教
育
の
充
実
や
、
電
気
事
業
法
を
は
じ
め
と
す
る
関
連
法
令
の
目
的
･
適
用
な
ど
の
教
育
に
よ
る

法
令
手
続
き
の
周
知
徹
底
を
図
る
 

・
各
部
門
は
、
上
記
、
保
安
教
育
の
具
体
的
な
内
容
を
教
育
要
則
に
定
め
る
と
と
も
に
、
そ
の
下
部
マ
ニ

ュ
ア
ル
を
整
備
す
る
 

・
計
画
的
な
保
安
教
育
(
技
術
教
育
の
充
実
、
法
令
教
育
を
含
む
)
の
実
施
に
つ
い
て
、
教
育
要
則
に
定
め
、

保
安
規
程
に
明
記
す
る
 

・
保
安
活
動
の
適
切
な
実
施
に
向
け
た
電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
改
正
（
予
定
）
を
受
け
、
保
安
規
程
を

改
正
し
、
再
発
防
止
対
策
の
充
実
を
図
る
 

＜
技
術
教
育
の
充
実
＞
 

－
各
部
門
は
、
設
備
の
運
転
・
保
守
を
適
切
に
実
施
し
て
い
く
た
め
、
設
備
に
係
る
知
識
や
技
能
を
習

得
さ
せ
る
と
と
も
に
、
ト
ラ
ブ
ル
時
の
対
応
訓
練
等
を
実
施
し
、
技
術
力
の
維
持
を
図
る
 

＜
法
令
周
知
の
徹
底
＞
 

－
各
部
門
は
、
電
気
事
業
法
，
河
川
法
、
消
防
法
、
労
働
安
全
衛
生
法
等
の
法
令
の
目
的
･
適
用
な
ど

の
周
知
を
徹
底
す
る
。
ま
た
、
当
該
法
令
に
精
通
す
る
部
門
が
、
法
令
改
正
情
報
の
提
供
や
、
講
師

派
遣
な
ど
の
教
育
支
援
を
行
う
 

（
法
令
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
法
令
に
精
通
す
る
部
門
）
 

河
川
法
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
 
土
木
部
 

消
防
法
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
 
火
力
部
 

労
働
安
全
衛
生
法
・
・
・
・
・
・
・
・
 
経
営
管
理
部
 

経
営
管
理
部
 

各
主
管
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
発
電
設
備
報
告
書
 

6
(2
)
(2
2
)(
2
3)
】

【
厳
重
注
意
･
指
示
 

水
力
･
火
力
(
1
)
】

【
当
社
報
告
書
】
 

発
電
8.
2.
2(
4)
f.
(
p.
2
7)
 

 

 

 
 

②
 法
令
手
続
き
に
関
す
る
知
識
の
共
有
化
【
新
規
】
 

・
法
令
手
続
き
を
漏
れ
な
く
実
施
す
る
た
め
、
法
令
に
精
通
す
る
部
門
が
以
下
に
つ
い
て
整
理
・
作
成

し
、
掲
示
板
の
掲
載
に
よ
り
見
え
る
化
を
図
り
、
部
門
横
断
的
な
知
識
の
共
有
化
を
徹
底
す
る
 

＜
共
有
化
情
報
＞
 

－
法
令
適
用
に
関
す
る
チ
ェ
ッ
ク
項
目
一
覧
 

－
法
令
解
釈
事
例
集
 

－
法
令
主
管
部
及
び
関
係
マ
ニ
ュ
ア
ル
一
覧

 

経
営
管
理
部
 

各
主
管
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2
4
．
法
令
手
続
き

の
確
実
な
実
施
と

主
任
技
術
者
の
位

置
づ
け
見
直
し
 

  
【
 水
力
・
火
力
・
原
子
力
 】
 

許
認
可
・
届
出
の
法
令
手

続
き
に
つ
い
て
、
漏
れ
な

ど
の
再
発
を
防
止
す
る

と
と
も
に
、
主
任
技
術
者

に
よ
る
十
全
な
る
保
安

監
督
を
実
施
す
る
 

①
 許
認
可
・
届
出
の
法
令
手
続
き
に
係
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
・
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成
及
び
実
施
状
況
の
確
認
【
新
規
】

 
・
各
部
門
は
、
電
気
事
業
法
、
河
川
法
、
消
防
法
や
労
働
安
全
衛
生
法
に
係
る
許
認
可
・
届
出
の
法
令

手
続
き
及
び
定
期
自
主
検
査
等
に
つ
い
て
、
業
務
フ
ロ
ー
や
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
見
直
す
な
ど
、
要

則
や
下
部
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
し
た
上
で
、
法
令
手
続
き
等
の
実
施
状
況
を
確
認
す
る
 

・
電
気
事
業
法
に
係
る
許
認
可
･
届
出
に
係
る
手
続
き
を
適
切
に
管
理
す
る
た
め
、
工
事
計
画
認
可
・
届

出
の
要
否
確
認
及
び
実
施
確
認
の
具
体
的
な
手
続
き
を
要
則
に
定
め
、
保
安
規
程
に
明
記
す
る
 

・
保
安
活
動
の
適
切
な
実
施
に
向
け
た
電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
改
正
（
予
定
）
を
受
け
、
保
安
規
程

を
改
正
し
、
再
発
防
止
対
策
の
充
実
を
図
る
（
項
目
2
3
に
同
じ
）
 

<
品
質
管
理
部
> 

－
許
認
可
・
届
出
の
法
令
手
続
き
、
定
期
自
主
検
査
等
に
係
る
手
順
、
方
法
、
審
査
者
等
の
管
理
の

仕
組
み
に
関
し
て
、
各
部
門
の
要
則
や
下
部
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
反
映
す
る
よ
う
指
導
を
行
う

 
－
考
査
時
に
、
許
認
可
・
届
出
の
法
令
手
続
き
、
定
期
自
主
検
査
等
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
サ
ン

プ
ル
チ
ェ
ッ
ク
に
よ
り
運
用
の
実
効
性
を
確
認
す
る
。
(
不
適
切
な
場
合
は
是
正
を
指
示
)
 

<
各
部
門
>
 

－
業
務
フ
ロ
ー
や
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
見
直
す
な
ど
、
要
則
や
下
部
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
し
、
品
質

管
理
部
へ
提
出
す
る
 

－
各
事
業
所
の
法
令
手
続
き
、
定
期
自
主
検
査
等
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
定
期
的
に
確
認
を
行
う
 

<
各
事
業
所
>
 

－
要
則
や
下
部
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
い
て
、
工
事
実
施
前
に
工
事
件
名
毎
の
申
請
･
届
出
内
容
や
定
期

自
主
検
査
内
容
に
つ
い
て
整
理
し
，
本
店
主
管
部
へ
報
告
す
る
 

－
ま
た
、
電
気
事
業
法
や
河
川
法
に
関
わ
る
申
請
・
届
出
に
つ
い
て
は
、
工
事
計
画
段
階
に
お
い
て

も
本
店
主
管
部
へ
報
告
す
る
 

 
②
 主
任
技
術
者
の
位
置
づ
け
 

・
主
任
技
術
者
が
保
安
監
督
を
行
う
責
務
を
十
全
に
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
主

任
技
術
者
の
独
立
性
を
確
保
し
、
充
分
な
責
任
と
権
限
を
持
た
せ
る
と
と
も
に
、
責
任
範
囲
が
適

切
な
規
模
と
な
る
よ
う
に
保
安
規
程
を
変
更
す
る
 

経
営
管
理
部
 

各
主
管
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
発
電
設
備
報
告
書
 

6
(2
)
(2
2
)(
2
4)
】

 【
当
社
報
告
書
】
 

発
電
8.
2.
2(
4)
g.
(
p.
2
7)
 

①
電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
改
正
に
よ
る

 
保
安
規
程
の
見
直
し
 

①
②
検
証

①
教
育
要
則
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
 

保
安
規
程
へ
の
明
記
 

添付資料１（11／14） 

②
法
令
手
続
き
の
知
識
の
共
有
化
 

検
証
：
品
質
管
理
部
は
考
査
時
に
サ
ン
プ
ル
チ

ェ
ッ
ク
。
 

各
主
管
部
は
申
請
、
届
出
件
名
を
チ
ェ

ッ
ク
。
電
気
事
業
法
や
河
川
法
に
つ
い

て
は
、
工
事
計
画
段
階
で
も
本
店
主
管

部
で
チ
ェ
ッ
ク

 

①
要
則
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
 

保
安
規
程
へ
の
明
記
 

①
②
許
認
可
･
届
出
状
況
の
確
認
と
検
証
 

主
任
技
術
者
に
よ
る
十
全
な
る
 

保
安
監
督
の
実
施
 

②
法
令
手
続
き
の
整
理
 

検
証
：
教
育
内
容
、
教
育
受
講
者
数
・

回
数
、
他
部
門
へ
の
講
師
派
遣

状
況

 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

▽
保
安
規
程
改
正
 

①
保
安
教
育
の
実
施
 

技
術
教
育
の
充
実
、
法
令
周
知
の
徹
底
 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
1
1
／
1
4
）

▽
電
気
事
業
法
施
行
規
則
改
正

 
 
保
安
規
程
改
正
 

①
適
切
な
保
安
活
動
の
実
施
 

▽
保
安
規
程
改
正
 

②
主
任
技
術
者
の
位
置
づ
け
見
直
し
 

保
安
規
程
の
変
更
 



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

①
 他
電
力
の
良
好
な
作
業
管
理
実
務
の
研
修
【
新
規
】
 

・
他
電
力
の
定
期
検
査
に
当
社
社
員
を
派
遣
し
、
良
好
な
保
修
作
業
管
理
な
ど
を
習
得
さ
せ
る
 

 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

 
保
修
部
 

原
子
力
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
6.
3.
3
個
別
対
策
①
】

 

②
 現
場
技
術
者
育
成
の
改
善
【
強
化
】
 

a
.
 
現
場
技
術
力
向
上
の
取
り
組
み
 

 
 
 
・
原
子
力
技
術
研
修
セ
ン
タ
ー
の
研
修
設
備
を
活
用
し
、
異
常
を
模
擬
し
て
、
異
常
個
所
、
原
因
を

特
定
す
る
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
気
づ
き
能
力
の
向
上
を
図
る
。
 

 
 
 
・
現
場
巡
視
や
工
事
監
理
に
お
い
て
、
役
職
者
等
ベ
テ
ラ
ン
が
同
行
し
、
適
切
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
す

る
こ
と
に
よ
り
、
巡
視
員
、
監
理
員
の
異
常
へ
の
気
づ
き
能
力
向
上
を
図
る
 

 
 
 
  

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

 
技
術
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
6.
3.
3
個
別
対
策
①
】

 

b
.
 
技
術
者
倫
理
教
育
の
充
実
 

 
 
 
・
こ
れ
ま
で
安
全
文
化
モ
ラ
ル
教
育
を
実
施
し
て
き
た
が
、
技
術
者
が
行
う
べ
き
こ
と
を
再
確
認
す

る
た
め
、
技
術
者
倫
理
に
重
点
を
お
い
た
教
育
も
実
施
す
る
 

   

原
子
力
部
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

 
技
術
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c
.
 
現
場
技
能
保
有
者
認
定
制
度
（
仮
称
）
の
導
入
 

 
 
 
・
原
子
力
発
電
の
現
場
技
術
力
向
上
へ
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
高
揚
を
図
る
と
と
も
に
、
確
実
な
技
術

力
の
向
上
に
役
立
て
る
 

原
子
力
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③
 法
令
を
遵
守
す
る
た
め
の
保
安
教
育
の
徹
底
【
強
化
】
 

 
 
・
原
子
炉
等
規
制
法
及
び
電
気
事
業
法
並
び
に
こ
れ
ら
に
関
係
す
る
法
令
に
基
づ
く
報
告
や
、
保
安
上

必
要
な
措
置
、
記
録
等
に
つ
い
て
保
安
教
育
の
内
容
に
追
加
・
充
実
し
、
確
実
に
実
施
 

    

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

 
安
全
・
品
質
保
証
室

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
厳
重
注
意
・
指
示
 
原
子
力
(2
)】

 

臨 界 事 故 等 に 対 す る 技 術 的 再 発 防 止 対 策 

2
5．
原
子
力
を
支

え
る
プ
ロ
を
育

成
す
る
仕
組
み

づ
く
り
 

    【
 原
子
力
 】
 

個
人
と
し
て
自
律
性
を

持
っ
て
、
正
し
い
方
向
に

進
め
る
技
術
者
を
育
成

す
る
 

④
 臨
界
事
故
防
止
に
関
す
る
教
育
の
充
実
【
強
化
】
 

・
保
安
教
育
の
１
科
目
と
し
て
実
施
し
て
い
る
臨
界
管
理
教
育
に
本
事
故
事
例
を
追
加
 

・
原
子
炉
停
止
中
の
臨
界
管
理
に
係
る
内
容
を
充
実
し
、
全
所
員
を
対
象
と
し
て
教
育
を
実
施
 

 
     

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

 
発
電
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
2.
1 
(2
)d
(
p.
3
4)
 

 

 

2
6．
請
負
者
と
の

協
働
体
制
の
構

築
 
    【
 原
子
力
 】
 

当
社
と
請
負
者
の
総
合

力
と
し
て
の
現
場
技
術

力
を
向
上
さ
せ
る
 

①
 関
係
会
社
と
の
連
携
強
化
に
よ
る
知
識
・
技
能
の
継
承
【
継
続
】
 

・
関
係
会
社
の
着
工
前
事
前
検
討
会
、
復
旧
事
前
検
討
会
に
当
社
監
理
員
が
出
席
し
、
現
場
施
工
計
画

の
細
部
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、
安
全
管
理
、
品
質
管
理
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
指
導
 

 
 
②
 当
社
と
請
負
者
と
の
責
任
区
分
を
明
確
に
し
た
工
事
の
発
注
・
契
約
【
継
続
】
 

・
請
負
者
が
実
施
す
べ
き
作
業
の
手
順
、
検
査
項
目
、
内
容
を
具
体
的
に
提
示
、
並
び
に
不
適
合
事
象

発
生
時
の
報
告
の
徹
底
 

 
③
 元
請
会
社
に
対
す
る
外
注
管
理
の
指
導
強
化
【
継
続
】
 

・
外
部
監
査
に
よ
り
、
元
請
会
社
の
外
注
先
へ
の
品
質
管
理
状
況
、
ト
ラ
ブ
ル
再
発
防
止
の
徹
底
状
況

を
把
握
・
指
導
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

  志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

  志
賀
原
子
力
発
電
所
 

 
安
全
・
品
質
保
証
室

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①
②
継
続
実
施

 

③
継
続
実
施

 

検
証
：
工
事
監
理
・
パ
ト
ロ
ー
ル
等
を
通
じ
確
認

 

検
証
：
監
査
結
果
を
確
認

 

添付資料１（12／14） 

②
a
異
常
模
擬
研
修
，
上
位
者
同
行
パ
ト
ロ
ー
ル
の
実
施

 

①
今
後
他
電
力
と
時
期
を
調
整

検
証
：
研
修
後
の
報
告
の
評
価

 

②
b
技
術
者
倫
理
教
育
実
施

 

検
証
：
教
育
の
実
施
状
況
を
把
握
し
，

受
講
者
意
識
調
査
を
実
施

 

検
証
：
受
講
報
告
書
で
全
所
員
受
講
を
確
認

 
 
 
 
教
育
の
都
度
実
施
す
る
理
解
度
テ
ス
ト

に
よ
り
効
果
を
確
認

 

検
証
：
四
半
期
毎
の
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
上
位
者

同
行
パ
ト
ロ
ー
ル
等
の
実
績
を
確
認

 

②
a
検
証

 
検
証

 

検
証
：
受
講
者
の
自
己
評
価

 

④
教
育
の
実
施

 

検
証

 

②
b
検
証

 

検
証

 

②
c
現
場
技
能
保
有
者
制
度
導
入

 

③
保
安
教
育
内
容
充
実
 

 
③
教
育
の
実
施

 

④
臨
界
管
理
教
育
に
本
事
故
事
例
を
追
加

 

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
1
2
／
1
4
）



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 
2
 
3

備
 
 
 
考
 

①
 作
業
手
順
の
改
善
【
新
規
】
 

・
予
期
せ
ぬ
臨
界
と
な
ら
な
い
隔
離
手
順
の
策
定
と
設
備
別
運
転
操
作
要
領
（
原
子
炉
関
係
）
へ
の
反
映

 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

発
電
部
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
2.
1(
1)
 (
p
.3
2
)
 

 

②
 手
順
書
の
承
認
及
び
適
用
に
関
す
る
改
善
【
新
規
】
 

・
作
業
票
の
安
全
処
理
事
項
に
試
験
要
領
書
の
図
書
番
号
及
び
改
訂
番
号
を
記
載
 

・
試
験
要
領
書
が
改
訂
さ
れ
た
場
合
に
は
、
「
所
定
の
手
続
き
に
よ
り
安
全
処
置
事
項
の
変
更
を
行
い

当
直
長
の
承
認
を
得
る
」
旨
を
「
保
守
作
業
手
続
の
補
足
に
関
す
る
細
則
」
に
明
記
 

 
・
最
新
の
試
験
要
領
書
の
使
用
及
び
当
該
試
験
要
領
書
に
基
づ
く
作
業
実
施
を
、
工
事
監
理
や
パ
ト
ロ

ー
ル
等
で
作
業
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
に
よ
り
確
認
 

・
品
質
保
証
パ
ト
ロ
ー
ル
に
よ
る
、
最
新
の
試
験
要
領
書
の
使
用
及
び
当
該
要
領
書
に
基
づ
く
作
業
実

施
の
確
認
 

・
最
新
の
試
験
要
領
書
の
使
用
と
作
業
手
順
の
遵
守
に
つ
い
て
、
当
社
監
理
員
が
請
負
者
の
工
事
事
前

検
討
会
へ
の
参
画
な
ど
に
よ
る
継
続
的
な
周
知
徹
底
 

 志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

  
志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

安
全
・
品
質
保
証
室

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
2.
1(
2)
 (
p
.3
4
)
 

 

・
作
業
手
順
書
等
の
遵
守
と
関
係
者
へ
の
徹
底
 

保
安
規
定
 
第
５
条
（
保
安
に
関
す
る
職
務
）
に
お
い
て
、
発
電
所
の
保
安
に
関
す
る
業
務
を
行
う

者
は
、
作
業
手
順
書
を
含
む
社
内
規
定
等
を
遵
守
す
る
旨
規
定
す
る
 

 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

安
全
・
品
質
保
証
室

保
修
部
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
発
電
設
備
報
告
書
6(
1)
(1
1)
】

【
保
安
規
定
変
更
命
令
(
2
)
④
】

 

③
 掘
り
下
げ
た
原
因
分
析
の
実
施
【
新
規
】
 

・
「
関
係
者
が
試
験
手
順
書
の
重
要
性
を
理
解
せ
ず
、
試
験
手
順
を
把
握
し
な
い
ま
ま
試
験
を
開
始
し

た
こ
と
」
 

 
「
現
場
で
の
弁
操
作
が
重
く
な
り
、
両
手
で
操
作
し
な
い
と
動
か
な
く
な
っ
て
い
た
と
い
っ
た
明
ら

か
に
異
常
な
状
態
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
に
、
電
気
保
修
課
員
等
が
疑
問
を
持
た
な
か
っ
た
こ
と
」

の
根
本
的
な
原
因
を
特
定
し
、
再
発
防
止
対
策
の
追
加
検
討
を
行
う
。
 

 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

安
全
・
品
質
保
証
室

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
臨
界
報
告
書
3.
2.
3(
1)
(3
)】

【
臨
界
報
告
書
6.
1
.2
】
 

 

④
「
作
業
管
理
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
」
を
活
用
し
た
継
続
的
作
業
管
理
の
改
善
 【
新
規
】
 

・
志
賀
２
号
機
第
１
回
定
検
に
お
け
る
｢
作
業
管
理
シ
ス
テ
ム
｣
の
運
用
状
況
の
把
握
 

・
｢
作
業
管
理
シ
ス
テ
ム
｣
の
評
価
、
改
善
 

・
改
善
を
反
映
し
た
シ
ス
テ
ム
の
運
用
開
始
 

 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

情
報
通
信
部
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
2.
1(
2)
 (
p
.3
4
)
 

 

⑤
 運
転
員
へ
の
情
報
提
供
の
明
確
化
【
新
規
】
 

・
原
子
炉
･
C
R
D
冷
却
水
ヘ
ッ
ダ
差
圧
の
警
報
を
差
圧
高
側
と
低
側
に
分
離
す
る
工
事
の
実
施
 

 

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
2.
2(
1)
 (
p
.3
5
)
 

臨 界 事 故 等 に 対 す る 技 術 的 再 発 防 止 対 策 

2
7．
臨
界
事
故
の

再
発
防
止
対
策

へ
の
確
実
な
対

応
 
    【
 原
子
力
 】
 

臨
界
事
故
の
再
発
防
止

対
策
を
確
実
に
す
る
た

め
の
改
善
策
、
設
備
対
策

を
実
施
す
る
 

⑥
 原
子
炉
･
C
R
D
冷
却
水
ヘ
ッ
ダ
間
差
圧
上
昇
防
止
の
た
め
の
更
な
る
設
備
対
策
【
新
規
】
 

・
原
子
炉
･
CR
D
冷
却
水
ヘ
ッ
ダ
間
差
圧
が
上
昇
し
た
場
合
に
自
動
的
に
差
圧
を
低
減
す
る
イ
ン
タ
ー

ロ
ッ
ク
に
つ
い
て
の
電
力
大
で
の
検
討
 

  

志
賀
原
子
力
発
電
所
 

保
修
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
当
社
報
告
書
】
 

臨
界
7.
2.
2 
(p
.3
5
)
 

③
再
発
防
止
対
策
実
施

 

⑥
電
力
大
で
の
詳
細
検
討

 

①
隔
離
手
順
の
策
定
と
要
領
へ
の
反
映

 

③
根
本
原
因
分
析
実
施

 

③
再
発
防
止
対
策
策
定

 

検
証
：
設
備
別
運
転
操
作
要
領
（
原
子
炉
関
係
）

の
改
正
・
運
用
状
況
確
認

 
（
１
号
機
次
回
定
期
検
査
時
に
実
施
）

 

検
証
：
運
転
員
が
容
易
に
識

別
で
き
る
こ
と

 

⑤
工
事
実
施
 

 

②
作
業
票
へ
の
試
験
要
領
書
図
書
番
号
及
び

 
改
訂
番
号
の
記
載
，
「
細
則
」
の
改
正

 

②
作
業
実
施
の
確
認
，
請
負
者
の
周
知
徹
底

 
 
2
号
機
第
1
回
定
期
検
査
か
ら
確
認

 

②
保
安
規
定
に
作
業
手
順
書
遵
守
と
関
係
者
へ
の

徹
底
を
規
定

 検
証
：
品
質
保
証
監
査
で
定
期
的
に

遵
守
状
況
を
確
認

 

④
2
号
機
第

1
回
定
期
検
査
に
て
運
用
状
況
を
把
握

 

検
証
：
改
善
要
望
の
処
理
率
確
認

 

添付資料１（13／14） 

（
完
了
）

（
完
了
）

―
 凡

 例
 ―

 
年
度
内
実
施

 
次
年
度
以
降
継
続

 

発
電
設
備
に
関
す
る
再
発
防
止
対
策
の
具
体
的
な
行
動
計
画

 
発電設備に関する再発防止対策の具体的な行動計画

添
付
資
料
１
（
1
3
／
1
4
）



 

平
成
1
9
年
度
 

項
 
目
 

再
発
防
止
対
策
 

実
施
方
策
 

実
施
箇
所
 

4
5
6
7
8
 
9
 
1
0
 
1
1
 
1
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添付資料２ (1／5）

　　「原子力安全･保安院報告書(4/20)における今後の対応30項目」 と 「再発防止対策の具体的な行動計画」の対応表

6.1行政処
分

（１）保安規定の
変更命令
　　　（原子力）

・国に対する報告を行うべき事象及びこれと同様に重大な事態が
発生した場合において経営責任者に適切な報告がなされる体制を
構築することを含め、経営責任者による安全確保に対する関与を
強めるように、保安規定を変更すること。　　（ｐ39）

・原子炉主任技術者が原子炉の運転に関して保安の監督を行う責
務を十全に果たすことができるようにするため、原子炉主任技術者
の独立性を高めるように、保安規定を変更すること。　（ｐ39）

・想定外に制御棒が引き抜けた場合が異常発生時に該当するよう
に、保安規定を変更すること。また、その際、原子炉主任技術者が
自らの責任において経営責任者に報告を行うように、保安規定を
変更すること。　　（ｐ39）

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備
　　③想定外に制御棒が引き抜けた場合について
　　　「異常発生時」に該当する旨､保安規定を変更
　　④異常発生時には、原子炉主任技術者が自ら
　　　の責任において、社長に対し正確な情報に
　　　基づく報告を行うように、保安規定を変更

・正式な手続きを経た原子炉施設の運転管理に係る作業手順書
等に基づいて実際の作業が行われることを、関係する各部門や保
守点検に係る関係事業者との間で徹底することができるように、保
安規定を変更すること。　　（ｐ39）

・作成して保存すべき記録の対象に、警報等印字記録（アラームタ
イパー）を追加するように、保安規定を変更すること。　　（ｐ39）

（２）保安規程の
変更命令
　（火力・水力）

・主任技術者が保安の監督を行う責務を十全に果たすことができる
ようにするため、独立性を確保し、十分な責任と権限を持たせるとと
もに、責任範囲が適切な規模となるように、保安規程を変更するこ
と。　　（ｐ47）

No24
法令手続きの確実な実施と主任技術者の位置づけ
見直し
　　②主任技術者の位置づけ

・保安教育として、電気事業法等の法令の内容についての理解を
を深めさせるための教育プログラムを追加するように、保安規程を
変更すること。その際、保安教育の実施について、「必要に応じ
て」、「原則として」といった曖昧な記述を削除し、計画的に実施す
るように、保安規程を変更すること。　　（ｐ47）

No23
技術教育の充実と部門横断的な法令教育体制の
構築

・工事計画の届出を必要とする工事に該当するか否かを確認し、
届出を行う必要がある場合には、電気事業法の規定に基づいて届
出を行う手続きが取られたかどうかを確認するための手続きを設け
るように、保安規程を変更すること。　　（ｐ47）

No24
法令手続きの確実な実施と主任技術者の位置づけ
見直し
　①許認可・届出の法令手続きに係るマニュアル・
　　　チェックリストの作成及び実施状況の確認

（３）技術基準適
合命令
　　　（水力）

・次の水力発電施設については、現在において技術基準を満たし
ていないことから、電気事業法第40条に基づき、技術基準に適合
するよう改造等を命令することとする。
　　・市ノ瀬発電所西谷ダム　　（ｐ50）

西谷ダムの改造実施
→ボーリング調査後、設計、工事を実施し
　　平成19年中に完了予定

（４）電力会社の
再発防止対策に
係る行動計画の
策定

・各電力会社が再発防止対策を具体的に実現していくために、時
間軸の入った行動計画を策定すること。　　（ｐ51）

・その実施状況を公表していくことを含めて、説明責任の明確化や
情報公開に向けて取り組みを行うこと。　　（ｐ51）

（５）メーカーの安
全性向上の行動
計画の策定

・原子力の各主要メーカーが、原子力の安全水準の向上のための
情報共有の仕組みを含めた行動計画を策定することを求める。
（ｐ51）

（メーカーの対応）

・電力会社からの調達や保守管理の際に、安全技術に関する幅広
い情報の共有を進めることを求める。　　（ｐ51）

6.4原子力
分野の対
応

（６）直近の定期
検査における特
別な検査の実施

・直近の定期検査において検査の適正な実施及び原子炉停止中
の作業の安全確保の観点から、通常の定期検査に加えて、特別な
検査を実施する。このために必要な定期検査の延長や前倒しにつ
いて、早急に検討する。
・特別な検査の項目は、次のようなものである。

　　（ｉ）原子炉停止中の安全装置の作動状態の確認
　　（ii)定期検査前の準備段階毎の現場確認
　　（iii)検査判定基準の設置許可や工事計画等に遡った確認
　　（iv)検査計器の校正記録や補正係数などの確認　　　（ｐ52）

定期検査の前倒し
→志賀原子力発電所1号機の定期検査を、当初の
　　8月から1ヶ月前倒しし、7月より実施予定

（７）特別原子力
施設監督官によ
る原子力発電所
の特別な監督

・将来に向けた再発の防止を確実なものとするため、原子力安全・
保安院の特別な監視・監督を行う。さらに、安全上重要な機器の定
例試験への立会い、変更された保安規定の遵守状況の確認など、
四半期毎に実施する等保安検査の期間を延長して、特別な保安
検査を行う。
・これらの措置は、まず今後１年間を目途に実施する。（ｐ52、53）

第1回保安検査から対応
→本年度第1回保安検査（本年5月～6月実施）
　　からの国の特別な監視・監督に対応する。

再発防止対策
具体的な行動計画

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送
　　④警報等印字記録（アラームタイパー）の伝送、
      保存

No27
臨界事故の再発防止対策への確実な対応
　　②手順書の承認及び適用に関する改善

No１
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備

No４
原子炉主任技術者の地位と権限の強化

平成19・04・20　原子力安全・保安院

｢発電設備の総点検に関する評価と今後の対応について」

6.今後の対応

6.3ﾒｰｶｰへ
の安全向
上に向け
た要求

6.2電力会
社への再
発防止に
向けた要
求

No28
再発防止対策を確実にフォローしていく体制づくり
　　・原子力安全信頼回復委員会、再発防止対策
　　　検証委員会（仮称）による取組み



添付資料２ (2／5）

　　「原子力安全･保安院報告書(4/20)における今後の対応30項目」 と 「再発防止対策の具体的な行動計画」の対応表

再発防止対策
具体的な行動計画平成19・04・20　原子力安全・保安院

｢発電設備の総点検に関する評価と今後の対応について」

6.今後の対応

6.4原子力
分野の対
応

・保安検査官が毎日の巡視・点検活動の一環として、アラームタイ
パーの記録を確認する。　　（ｐ53）

（国の対応）

・必要に応じ、アラームタイパーの内容が現地の原子力保安検査
官事務所で監視できるようにする。　　（ｐ53）

・アラームタイパーの記録保存義務を課す。　　（ｐ53）

（９）原子力保安
検査官の施設へ
のフリーアクセス
の徹底

・国と事業者との一層の独立性の確保及び効率的かつ効果的な検
査の実施の観点から、原子力保安検査官が電力会社の職員の同
行なし（フリーアクセス）で原子炉施設の安全性を確認できるように
することを徹底。（ｐ53）

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送.
   ⑤保安検査官のフリーアクセスによる原子炉施設
　　　の安全性の確認

（10）法令遵守体
制等への保安規
定への明確化

・以下のような法令遵守体制等について、保安規定において明確
化するようにする。
　（ｉ)法令遵守のための体制に関すること
　（ii)安全文化を醸成するための体制に関すること
　（iii)事故等が発生した場合の原因を根本にまで遡って究明する
　　　こと
　（iv)公開可能な安全上重要な情報の発信に関すること
　　　　　　　　　（ｐ53、54）

省令改正後に対応
→国の省令改正後に対応を行う。

（11）保安の措置
のために講ずべ
き措置の追加

・作業手順書等を適正に作成し、これを遵守して保安活動を行うこ
と
　　（ｐ54）

No27
臨界事故の再発防止対策への確実な対応

・メーカーの安全技術についての情報を電力事業者間で共有しう
るために必要な調達管理上の措置を行うこと。　　（ｐ54）

（電力大の対応）

（12）原子炉主任
技術者の独立性
が担保された体
制の整備

・原子炉主任技術者がその保安の監督の責任を十分に発揮するこ
とができるようにするとともに、原子炉の運転に従事する者が原子
炉主任技術者が保安のためにする指示に従うことを確実にするた
め、原子炉主任技術者の独立性が担保される組織体制とするこ
と。　　（ｐ54）

No4
原子炉主任技術者の地位と権限の強化

・国が原子力安全・保安院が定期的に原子炉主任技術者会議を
開催し、法令遵守意識の醸成を図るようにする。　　（ｐ54）

（国の対応）

（13）制御棒引き
抜け等の報告義
務化

・制御棒駆動操作をしていない状態において、制御棒が動作した
ものについては、国への報告対象とする。　　（ｐ54）

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備
　　③想定外に制御棒が引き抜けた場合について
　　　「異常発生時」に該当する旨､保安規定を変更

（14）原子力発電
施設の保安検査
の結果の公開

・四半期毎に行っている保安検査について、今後、現地の原子力
保安検査官により、毎回、その結果をそれぞれの現地の報道機関
等に説明する。　　（ｐ54）

（国の対応）

・その機会に、事業者も当該四半期における事故・トラブル等の状
況、安全確保・安全向上に対する取り組み状況等について説明す
る。　　（ｐ54）

保安検査結果の公表時より説明
→平成18年度第4回保安検査結果公表時（本年5月
　実施）より、当社からもﾄﾗﾌﾞﾙ情報等の状況を説明。

（15）事故・トラブ
ル情報の国際的
な公開・共有の促
進

・国際原子力機関（IAEA)における事故・トラブル情報の国際的な
公開・共有の促進のため、我が国からIAEAの担当部門に人を派遣
して支援する。　　（ｐ55）

（国の対応）

（16）制御棒引き
抜け事象等に関
する国際ワーク
ショップの開催

・制御棒引き抜け事象等を踏まえた安全情報の共有と安全性の向
上を図るため、IAEAと日本とが共催して国際ワークショップを開催
する。　　（ｐ54）

（国の対応）

（17）「原子力施
設情報公開ライ
ブラリー（ニューシ
ア）」への登録の
推進

・法令上報告が義務付けられている対象事象はもとより、軽微な事
象の情報共有を図るため、原子力事業者がニューシアへの積極的
な登録を進めることとし、電力会社はじめ関係者間で拡充の仕組
み、活用方策等について早急に検討する。（ｐ54）

No20
失敗事例に学ぶ仕組みの充実
　③電力各社のトラブル情報の共有化

（18）検査制度見
直しの一部先行
実施及び充実

・現在進めている検査制度を、今回の総点検の結果も踏まえて一
部先行的に実施するとともに、内容の充実を図る。
（ｉ)安全上重要な行為（起動・停止）に対する保安検査を先行実施
すること。
（ii)保全計画記載要求事項に新たに「プラント停止時の安全管理」
を追加し、審査･検査を行うこと。
（iii)定期事業者検査以外の安全上重要な保守点検活動の計画的
実施を保全計画記載事項として要求すること。
（iv)プロセス確認型定期検査の徹底のため、検査要領書を改訂す
ること。
（v)規格基準の透明性の向上を図ること。
（vi)運転上の制限の逸脱が発生した場合に通報を行うことを求める
こと。　　（ｐ55）

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備

（19）運転データ
情報の監視

・必要に応じ、運転データ情報を原子力保安検査官事務所に伝送
することを求める。その範囲、伝送の方法等について検討を進め
る。　　（ｐ56）

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送
　　④警報等印字記録（アラームタイパー）の伝送､保存

（８）警報等印字
記録（アラームタ
イパー）の原子力
保安検査官によ
る監視等



添付資料２ (3／5）

　　「原子力安全･保安院報告書(4/20)における今後の対応30項目」 と 「再発防止対策の具体的な行動計画」の対応表

再発防止対策
具体的な行動計画平成19・04・20　原子力安全・保安院

｢発電設備の総点検に関する評価と今後の対応について」

6.今後の対応

（20）情報へのフ
リーアクセスの確
保

･事業者の保安活動に伴う記録類や保安運営委員会等の保安活
動全般に係る情報に対して、保安検査官が日常的に確認できるよ
う措置する。　　（ｐ56）

・検査官・検査員の指摘事項の文書による明確化と、確認事項に
対する事業者からの速やかな報告の徹底を求める。　　（ｐ56）

6.5水力・
火力分野
の対応

(21)立入検査の実
施

・今回の総点検において報告された事案うち、今回の総点検まで
安全上の問題が確認されない行為が継続していた発電所に対し
て、技術基準の適合状況の確認の観点から電気事業法第１０７条
に基づく立入り検査を実施する。
・対象とするのは、次の１２５の水力発電所（ただし７水力発電所は
立入検査または報告徴収を実施済み）と、５つの火力発電所の計１
３０発電所である。

（ⅰ）水力発電所
　　　北陸電力：　池の尾、市ノ瀬、上打波、中宮、中地山、
　　　　　　　　　　　三ツ又第一、吉野第二
（ⅱ）火力発電所
　　　北陸電力：　該当なし　　　　　　　（ｐ57）

立入り検査の受検
→中地山発電所（検査日：H19.2.19）、
　 中宮発電所(検査日：H19.5.14)については
   検査済。
　 その他の発電所については､６月以降検査予定。

(22)電気事業法に
基づく保安規程の
記載内容の充実

・供給責任を有する一般電気事業者等に対しては、電気事業法施
行規則を改正し、保安規程の内容を以下に示すように保安活動を
実施するために適切なものとする。

(ⅰ)電気事業を運営するために必要な法令要求事項を明確にし、
業務遂行に当たっては、それらを確実に満足できるよう改善するこ
と
(ⅱ)文書及び記録が適切に作成、変更され、保存されるように改善
すること
(ⅲ)文書及び記録の作成、変更に対して、内容を適切に審査承認
する仕組みとするよう改善すること
(ⅳ)保安活動は保安規程に基づき実施されて実施されていること
を確認する　　　（ｐ5８）

No23
技術教育の充実と部門横断的な法令教育体制の
構築
　
No24
法令手続きの確実な実施と主任技術者の位置づけ
見直し
　①許認可・届出の法令手続きに係るマニュアル・
　　　チェックリストの作成及び実施状況の確認

(23)法令、技術に
対する確実な教育
訓練の徹底

・水力発電、火力発電に必要な法令と技術双方の面からの確実な
教育訓練の徹底を求める。　　（ｐ59）

No23
技術教育の充実と部門横断的な法令教育体制の
構築

(24)電気主任技術
者等の役割の強
化

・電気主任技術者、ダム・水路主任技術者及びボイラー・タービン
主任技術者には、保安活動が適切に実行されるよう十分な責任と
権限を持たせるとともに、独立性を確保させる。また、責任範囲を
適切な規模とする。
　　（ｐ59）

No24
法令手続きの確実な実施と主任技術者の
位置づけ見直し
　　②主任技術者の位置づけ

(25)火力、水力分
野に係る規格基準
の見直し

・水力、火力分野の安全規制に関する規格、基準について、最新
知見を適宜反映し、実情を踏まえた、分かりやすく、使いやすいも
のに見直していく。
・特に、発電用水力設備に係る技術基準については、河川法との
整合化を図る。　　（ｐ59）

技術基準の見直し
→（電力大の対応）技術基準を受けた民間規格の
   見直し

(26)部門を越えた
取組みの強化

・電力会社における部門間の情報共有、部門をまたがる問題への
対応能力の強化を図るよう求める。　　（ｐ59）

No20
失敗事例に学ぶ仕組みの充実
　①失敗事例の知識化・共有化による事故・ﾄﾗﾌﾞﾙ
　　の防止
　②失敗事例を言い出しやすい仕組みと風土の
　　醸成

(27)他社、他産業
から得られた教訓
の的確な反映

・水力、火力における電力会社間の情報共有を進めるとともに、他
産業から得られた知見を的確に活用する仕組みを検討する。
（ｐ59）

No20
失敗事例に学ぶ仕組みの充実
　①失敗事例の知識化･共有化による事故・ﾄﾗﾌﾞﾙ
　　の防止
　③電力各社のトラブル情報の共有化

(28)保安規程等を
遵守するための仕
組みの検討

・事業者が保安規程やその内部運用規定、マニュアル等も含めた
保安に係る諸規定を確実に遵守するための仕組みを検討する。
（ｐ59）

（国の対応）
　参考：
No23.技術教育の充実と部門横断的な法令教育
　　　　体制の構築
No24.法令手続きの確実な実施と主任技術者の
　　    位置づけ見直し

(29)事業者におけ
る保安活動を外部
評価する仕組みの
検討

・事業者における保安活動が諸規定に則して適切に行われている
かどうかについて、外部からの評価を行う仕組みの導入について
検討する。
　　（ｐ59）

(国の対応）
　参考：
No28.再発防止対策を確実にフォローしていく体制
　　　　づくり
　　  ・原子力安全信頼回復委員会、再発防止対策
　　　　検証委員会（仮称）による取組み

(30)水力、火力分
野に係る申告処理
の充実

・水力、火力分野における申告処理の充実強化について検討す
る。
　　（ｐ60）

（国の対応）
　参考：
No5.企業倫理情報窓口（ホイッスル北電）の強化

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送.
   ⑤保安検査官のフリーアクセスによる原子炉施設
　　　の安全性の確認



添付資料２（4／5)

　　　　　　  「経済産業省指示文書(4/20)における保安規定変更命令」と「再発防止対策の具体的な行動計画」の対応表

経済産業省指示文書　「保安規定変更命令」

平成19･04･19原第1号

次のように保安規定を変更すべきことを命令する。
併せて変更した保安規定について、平成１９年７月３１日までに認可を受けるための申請を行う
ことを求める。

①経営責任者の関与
国に対する報告を行うべき事象及びこれと同様に重大な事態が発生した場合において、経営責
任者に適切な報告がなされる体制を構築することを含め、経営責任者による安全確保に対する
関与を強めるように、保安規定を変更すること。

その際には、報告すべき場合を具体的に特定し、不明確なものとならないようにするとともに、仮
に、報告すべき場合に該当するか否かの判断に現場が迷う場合には、積極的に経営責任者に対
して報告をするように規定を整備すること。

②原子炉主任技術者の位置付け
原子炉主任技術者が原子炉の運転に関して保安の監督を行う責務を十全に果たすことができる
ようにするため、原子炉主任技術者の独立性を高めるように、保安規定を変更すること。

その際には、経営責任者に対して原子炉主任技術者が直接に報告をし、指示を受けることができ
る体制を確保するとともに、組織面、人事面等においても、発電所の保安組織からの独立性が確
保され、発電所長等の関与によって原子炉主任技術者が行う保安の監督に支障が生じないよう
に規定を整備すること。また、原子炉主任技術者の業務が著しく過大となり、保安の監督がおろそ
かとならないように現実的な規定を設けること。

③想定外の制御棒引抜けの扱い
想定外に制御棒が引き抜けた場合が異常発生時に該当するように、保安規定を変更すること。ま
た、異常発生時には、原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任者に対し正確な情報
に基づく報告を行うように、保安規定を変更すること。

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備
　　③想定外の制御棒引き抜けは「異常発生時」に該当
　　　 する旨、保安規定を変更
    ④異常発生時には、原子炉主任技術者が自らの
       責任において、社長に対し正確な情報に基づく
　　　 報告を行うように、保安規定を変更

④作業手順書等の遵守と関係者への徹底
正式な手続きを経た原子炉施設の運転管理に係る作業手順書等に基づいて実際の作業が行わ
れることを、関係する各部門や保守点検に係る関係事業者との間で徹底することができるように、
保安規定を変更すること。

その際には、作業に当たって、使用する作業手順書等が適切なものであることを当直長や関係部
門が確実に確認し、これらに基づいて作業を実施することを規定すること。また、関係する各部門
や保守点検に係る関係事業者が、それぞれの役割分担の下において、安全確保のための業務
が確実に遂行できるよう情報共有の観点を含めて規定すること。

⑤警報等印字記録（アラームタイパー）の保存
作成して保存すべき記録の対象に、警報等印字記録（アラームタイパー）を追加するように、保安
規定を変更すること。

その際には、運転日誌と同等の保存期間が確保されるようにすること。

再発防止対策
具体的な行動計画

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送
　　・警報等印字記録（アラームタイパー）の伝送､保存
      について保安規定を変更

No27
臨界事故の再発防止対策への確実な対応
　　②手順書の承認及び適用に関する改善
　　　・作業手順書等の遵守と関係者へ徹底する旨、
　　　　保安規定を変更

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備
　　・社長に保安規定対象トラブルが確実に報告される
      旨、保安規定を変更

No4
原子炉主任技術者の地位と権限の強化
　　・炉主任が社長に直接報告し、指示を受ける立場に
　　　位置づけ、保安規定を変更



添付資料２（5／5）

　　　　　　 「経済産業省指示文書(4/20)における厳重注意及び指示」と「再発防止対策の具体的な行動計画」の対応表

経済産業省指示文書　「厳重注意及び指示」

平成19･04･18原第42号

再発防止対策については、これを実現していくための具体的な取り組みが明記されておらず、改
めて今後のスケジュールを含めた具体的な行動計画を定めて、平成19年5月21日までに報告す
ること。
更なる安全確保の向上を図るため、下記の対策に取り組むよう求める

（本文）
直近の定期検査において特別な検査を実施することとした。ついては、定期検査の延長や前倒し
について対応することを求める。

定期検査の前倒し
→志賀原子力発電所1号機の定期検査を、当初の8月から
　　1ヶ月前倒しし、7月より実施予定

（本文）
該当する発電所に対しては、原子力安全・保安院から、特別原子力施設監督官を派遣して特別
な監督・監視を行うこととし、加えて、特別な保安検査を行うこととしたため、所要の対応を求める。

第1回保安検査から対応
→本年度第1回保安検査（本年5月～6月実施）からの
　　国の特別な監視・監督に対応

原子力分野（１）
国に対する報告を行うべき事象又はこれと同様に重大な事態が発生した場合において、貴社の
経営責任者に対する適切な報告がなされる体制を構築することを含め、経営責任者による安全確
保に対する関与を強めること。

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備

原子力分野（２）
原子炉等規制法及び電気事業法並びにこれらに関係する法令を遵守するため保安教育を徹底
し、法令への抵触が起こらないようにすること。

No25
原子力を支えるプロを育成する仕組みづくり
　　③ 法令を遵守するための保安教育の徹底

原子力分野（３）
原子力保安検査官に毎日の巡視点検活動の一環として警報等印字記録（アラームタイパー）を確
認させることとするので、当該記録を適切に保存しておくこと。

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送
　　④警報等印字記録（アラームタイパー）の伝送､保存

原子力分野（４）
原子力保安検査官が貴社による同行者を伴うことなく、原子炉施設の安全性を確認できるように、
原子炉施設へのフリーアクセスに協力すること。

No3
発電所情報の国及び経営層・原子力本部への伝送.
   ⑤保安検査官のフリーアクセスによる原子炉施設の
　　　安全性の確認

原子力分野（６）
原子力発電施設に対する保安検査の結果については、原子力保安検査官事務所が報道機関等
にその都度説明することとしているところ、貴社においても、当該時期に事故・トラブル等の状況、
安全確保・安全向上に対する取組み状況等について報道機関等に対し説明すること。

保安検査結果の公表時より説明
→平成18年度第4回保安検査結果公表時（本年5月実施）
   より、当社からもﾄﾗﾌﾞﾙ情報等の状況を説明。

原子力分野（７）
法令上報告等を行うことが求められている事象はもとより、軽微な事象を含め、情報共有を図るた
め、原子力施設情報公開ライブラリー（NUCIA）への登録を積極的に推進すること。その際、メー
カと情報共有を協力して行うこと。

No20
失敗事例に学ぶ仕組みの充実
　③電力各社のトラブル情報の共有化

原子力分野（８）
運転上の制限の逸脱が発生した場合には、国に対して通報を行うこと。

No1
迅速かつ確実な対外通報・報告体制の整備

水力･火力分野（１）
電気事業法及びこれに関係する法令を遵守するため保安教育を徹底し、法令への抵触が起こら
ないようにすること。

No23
技術教育の充実と部門横断的な法令教育体制の構築

水力･火力分野（２）
貴社における原子力、水力、火力等の部門間の情報共有を図り、安全確保に向けた対応能力の
強化を図ること。

No20
失敗事例に学ぶ仕組みの充実
　①失敗事例の知識化・共有化による事故・トラブルの防止
　②失敗事例を言い出しやすい仕組みと風土の醸成

水力･火力分野（３）
水力、火力における電力会社間の情報共有を進めるとともに、他社、他産業から得られた知見を
貴社の安全確保に適確に活用する仕組みを構築すること。

No20
失敗事例に学ぶ仕組みの充実
　③電力各社のトラブル情報の共有化

原子力分野（５）
原子炉主任技術者がその保安の監督に係る責任を十分に果たすことができるようにするため、原
子炉の運転に従事する者が原子炉主任技術者が保安のためにする指示に従うことを確実にする
ことを含め、人事面、組織面から、原子炉主任技術者の独立性が担保される体制とすること。な
お、国としては、定期的に原子炉主任技術者会議を開催し、法令遵守意識の醸成を図ることとし
ている。

再発防止対策
具体的な行動計画

No4
原子炉主任技術者の地位と権限の強化




